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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　静電荷像担持体表面に静電荷像を形成する工程と、静電荷像現像用トナーを用いて前記
静電荷像を現像しトナー画像を形成する工程と、前記トナー画像を被転写体表面に転写す
る工程と、記録媒体表面に転写されたトナー画像を、表面が樹脂により被覆された加熱媒
体に接触させることで溶融させ、記録媒体表面へ定着させる工程と、を含む画像形成方法
であって、
　前記静電荷像現像用トナーが、ビニル性二重結合を有する重合性単量体を重合して得ら
れる結着樹脂を含有すると共に、１８０℃における貯蔵弾性率（Ｇ’（１８０））が１×
１０3～８×１０3Ｐａの範囲であり、かつ、前記加熱媒体が金属ロール表面にフェノール
樹脂またはポリフェニレンサルファイド樹脂を５０質量％以上含む被覆樹脂層を有してな
り、前記加熱媒体表面の２５℃における水との初期の接触角が、７０～１００°の範囲で
あり、Ａ４サイズの記録媒体を用いた１万枚画像形成後の前記接触角の変動が０～１０°
の範囲であることを特徴とする画像形成方法。
【請求項２】
　前記静電荷像現像用トナーが、２以上の異なる平均粒径を有する単体または混合物の外
添剤を含有し、該外添剤の少なくとも１種が、平均粒径が０．０３μｍ以下の金属酸化物
であることを特徴とする請求項１に記載の画像形成方法。
【請求項３】
　前記加熱媒体の表面に被覆された樹脂が、熱硬化性樹脂であることを特徴とする請求項
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１に記載の画像形成方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、電子写真法、静電記録法等により形成される静電荷像を、現像、転写、定着の
各工程を経て可視化し、好適な画像とする画像形成方法に関する。
【０００２】
【従来の技術】
電子写真法等のように、静電荷像を経て画像情報を可視化する方法は、現在各種の分野で
広く利用されている。前記電子写真法においては、帯電工程、露光工程等を経て感光体表
面の静電荷像を静電荷像現像用トナー（以下、「トナー」という場合がある）により現像
し、転写工程、定着工程等を経て前記静電荷像が可視化される。
【０００３】
ここで用いられる現像剤としては、トナーおよびキャリアからなる２成分現像剤と、磁性
トナーまたは非磁性を単独で用いる１成分現像剤とが知られている。このような現像剤に
用いられるトナーの製法としては、通常熱可塑性樹脂を顔料、離型剤帯電制御剤などとと
もに溶融混錬し、冷却の後粉砕、分級して所望の粒径を得る混錬粉砕法が用いられている
。
【０００４】
また、これらの粉砕・分給されたトナーには、必要であれば流動性やクリーニング性を改
善するための無機、有機の微粒子をトナー粒子表面に添加することもある。
【０００５】
通常の混練粉砕製法では、トナー形状及びトナーの表面構造は不定型であり、さらに使用
材料の粉砕性や粉砕工程の条件により、これらが微妙に変化することから意図的なトナー
形状及び表面構造の制御は困難である。また、上記混練粉砕製法では、トナーを作製する
際に用いることのできる材料の選択範囲に限界がある。特に粉砕性の高い材料である場合
、現像器中における機械力などにより、さらに微粉の発生を招いたり、トナー形状の変化
を招いたりすることがしばしばである。
【０００６】
これらの影響により２成分現像剤においては、発生した微粉のキャリア表面への固着によ
り現像剤の帯電劣化が加速されたり、１成分現像剤においては、粒度分布の拡大によりト
ナー飛散が生じたり、トナー形状の変化により現像性の低下し画質の劣化が生じやすくな
る。
【０００７】
また、ワックスなどの離型剤を内添してトナー化する場合、熱可塑性樹脂との組み合せに
よってはトナー表面への離型剤の露出が問題となることが多い。特に高分子量成分により
弾性が付与されたやや粉砕されにくい樹脂と、ポリエチレンのような脆いワックス型離型
剤との組み合せでは、トナー表面にはポリエチレンの露出が多く見られる。これらは定着
時の離型性や、感光体（静電荷像担持体）表面からの未転写トナーのクリーニングには有
利であるものの、表層のポリエチレンが機械力により容易に移行するために、現像ロール
や感光体、キャリアの汚染を生じやすくなり、信頼性低下の原因となってしまう。
【０００８】
またトナー形状が不定型であることにより、流動性助剤を添加しても流動性が充分とはな
らず、使用中機械力の作用によってトナー表面の微粒子が凹部分へ移動し、これによって
経時的に流動性が低下したり、流動性助剤のトナー内部への埋没が生じることで、現像性
、転写性、クリーニング性が悪化してしまう等の問題も生じる。
【０００９】
近年、意図的にトナー形状及び表面構造を制御する方法として、乳化重合凝集法によるト
ナーの製造方法が提案されている（例えば、特許文献１、２参照）。上記乳化重合凝集法
は、通常１ミクロン以下の、微粒化された原材料を出発物質とするため、原理的に小径ト
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ナーを効率的に作製することができる。詳しく述べると、一般に乳化重合などにより樹脂
分散液を作成し、一方溶媒に着色剤を分散した着色剤分散液を作製し、これらの樹脂分散
液と着色剤分散液を混合し、トナー粒径に相当する凝集粒子を形成し、その後加熱するこ
とによって凝集粒子を融合合一しトナーとする製造方法である。しかし、通常これらの方
法ではトナー表面と内部とは同様の組成となるため、意図的に表面組成を制御することは
困難である。
【００１０】
この問題に関しては、乳化重合凝集法におけるトナーにおいても内部層から表面層への自
由な制御を行うことにより、より精密な粒子構造制御を実現する手段が提案されてきてい
る（例えば、特許文献３参照）。これらのトナーの小径化が容易で、かつ精密な粒子構造
制御が実現されてきたことにより従来の電子写真画像の画質は飛躍的に高まり、しかも高
い信頼性との両立が可能となってきている。
【００１１】
近年デジタルマシン化やオフィスドキュメントの生産性向上の観点から、必要とされる高
速化や省エネルギー化等に対応するために、更なる低温定着性が必要となっている。この
点からも、前述の乳化重合凝集法を用いたトナーは粒度分布が狭く、また小粒径化が可能
であるという点で有利である。
【００１２】
前記低温定着性に加えて、定着時の剥離性を確保するために、従来定着ロール等の加熱媒
体表面に含フッ素系樹脂を被覆することで、該加熱媒体の表面エネルギーを低下させる方
法が一般的に用いられている。
【００１３】
しかしながら、例えば樹脂により表面が被覆された加熱媒体を、その内部に内蔵された加
熱源により加熱する場合、一般に樹脂は熱伝導率が金属に比較して低いため、加熱媒体表
面とその内部とに温度差が生じ易い。この傾向は前記樹脂が厚くなるほど大きくなる傾向
があり、この場合、前述の省エネルギー化に対応するのが困難になるだけでなく、一般に
含フッ素系樹脂は加熱媒体との接着性も悪化しやすくなるため、加熱媒体としての寿命も
低下してしまう。
【００１４】
逆に、加熱媒体表面の樹脂の厚みを薄くした場合、前記フッ素系樹脂皮膜は摩耗しやすく
なり、上記加熱媒体表面の低エネルギーを長期間安定して維持することが困難となる。
【００１５】
以上のような状況から、記録媒体表面のトナー画像と接触する各部材表面の表面エネルギ
ーの変動に対して、自由度の高い画像形成方法が望まれている。
【００１６】
【特許文献１】
特開昭６３－２８２７５２号公報
【特許文献２】
特開平６－２５０４３９号公報
【特許文献３】
特許第３１４１７８３号明細書
【００１７】
【発明が解決しようとする課題】
本発明は、上記従来技術の問題点を解決することを目的とする。
すなわち本発明は、定着時における、トナーの加熱媒体表面を被覆する樹脂に対する剥離
性を維持したまま、使用可能な前記被覆樹脂材料等の選択肢を広げ、低温定着性、加熱媒
体の維持性を向上させることを課題とする。
【００１８】
【課題を解決するための手段】
　上記課題は、以下の本発明により達成される。すなわち本発明は、
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＜１＞　静電荷像担持体表面に静電荷像を形成する工程と、静電荷像現像用トナーを用い
て前記静電荷像を現像しトナー画像を形成する工程と、前記トナー画像を被転写体表面に
転写する工程と、記録媒体表面に転写されたトナー画像を、表面が樹脂により被覆された
加熱媒体に接触させることで溶融させ、記録媒体表面へ定着させる工程と、を含む画像形
成方法であって、
　前記静電荷像現像用トナーが、ビニル性二重結合を有する重合性単量体を重合して得ら
れる結着樹脂を含有すると共に、１８０℃における貯蔵弾性率（Ｇ’（１８０））が１×
１０3～８×１０3Ｐａの範囲であり、かつ、前記加熱媒体が金属ロール表面にフェノール
樹脂またはポリフェニレンサルファイド樹脂を５０質量％以上含む被覆樹脂層を有してな
り、前記加熱媒体表面の２５℃における水との初期の接触角が、７０～１００°の範囲で
あり、Ａ４サイズの記録媒体を用いた１万枚画像形成後の前記接触角の変動が０～１０°
の範囲であることを特徴とする画像形成方法である。
【００１９】
＜２＞　前記静電荷像現像用トナーが、２以上の異なる平均粒径を有する単体または混合
物の外添剤を含有し、該外添剤の少なくとも１種が、平均粒径が０．０３μｍ以下の金属
酸化物であることを特徴とする＜１＞に記載の画像形成方法である。
【００２０】
＜３＞　前記加熱媒体の表面に被覆された樹脂が、熱硬化性樹脂であることを特徴とする
＜１＞に記載の画像形成方法である。
【００２１】
また本発明においては、前記静電荷像現像用トナーが、離型剤を１～４０質量％の範囲含
有することが好ましく、該離型剤の融点が４０～１００℃の範囲であることが好ましい。
【００２２】
さらに、前記静電荷像現像用トナーとしては、少なくとも粒径が１ミクロン以下の樹脂粒
子を分散した樹脂粒子分散液及び着色剤を分散した着色剤分散液を混合し、樹脂粒子、着
色剤をトナー粒径に凝集した後、樹脂のガラス転移点以上の温度に加熱し凝集体を融合し
たトナー粒子を用いることが好ましい。
【００２３】
本発明に用いられる静電荷像現像用トナーの体積平均粒径は、４～１０μｍの範囲である
ことが好ましく、上記静電荷像現像用トナーの結着樹脂を構成する前記ビニル性二重結合
を有する重合性単量体が、カルボキシル基を有する重合性単量体を少なくとも１種類以上
含有することが好ましい。
【００２４】
【発明の実施の形態】
　以下、本発明を詳細に説明する。
　本発明の画像形成方法は、定着工程が記録媒体表面に転写されたトナー画像を、表面が
樹脂により被覆された加熱媒体に接触させることで溶融させ、記録媒体表面へ定着させる
工程であって、前記トナー画像を形成する静電荷像現像用トナーが、ビニル性二重結合を
有する重合性単量体を重合して得られる結着樹脂を含有すると共に、１８０℃における貯
蔵弾性率（Ｇ’（１８０））が１×１０3～８×１０3Ｐａの範囲であり、かつ、前記加熱
媒体が金属ロール表面にフェノール樹脂またはポリフェニレンサルファイド樹脂を５０質
量％以上含む被覆樹脂層を有してなり、前記加熱媒体表面の２５℃における水との初期の
接触角が、７０～１００°の範囲であり、Ａ４サイズの記録媒体を用いた１万枚画像形成
後の前記接触角の変動が０～１０°の範囲であることを特徴とする。
【００２５】
このような定着工程に高温度においても適度な貯蔵弾性率を有するトナーと、適度な表面
エネルギーを有する樹脂により被覆された加熱媒体とを用いることによって、高い剥離性
を有する画像形成を行うことができる。
【００２６】
　すなわち、１８０℃における貯蔵弾性率（Ｇ’（１８０））が１×１０3～８×１０3Ｐ
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ａの範囲であり、同時に表面の２５℃における水との接触角が、７０～１００°の範囲で
ある加熱媒体を用いることにより、トナー溶融時にトナー中に含有される結着樹脂分子間
に強い凝集力を生じさせることができるため、オフセットを生じることなく定着させるこ
とができる。また、この時の加熱媒体表面の樹脂は、適度な表面エネルギーを有している
ため、加熱媒体基材との高い接着性と高い耐摩耗性との両立を実現でき、定着可能な温度
範囲の広く、加えて加熱媒体の寿命の長い画像形成方法を提供することができる。
【００２７】
一般に、帯電工程、露光工程、転写工程を経て記録媒体表面に転写されたトナー（トナー
画像）は、定着工程において定着ロール等の加熱媒体に接触することで溶融し、記録媒体
にしみ込むことで定着する。このとき加熱媒体からの熱は、トナーを溶融するのと同時に
記録媒体の加熱に使用され、特に夏環境等、高温高湿条件では、記録媒体に含まれる水分
の蒸発にも使用されるため、結果としてトナーの溶融に使用される熱量は減少してしまい
、オフセットが生じやすくなってしまう。
【００２８】
これに対応するためには、より加熱媒体の温度を上げるか、プロセスの速度を低速にする
必要があるものの、前者の方法では省エネルギー化と加熱媒体寿命に対応できず、後者の
方法では高速化に対応できないのは前述の通りである。
【００２９】
そこで本発明では、加熱媒体の表面と内部との温度差をなるべく減少させ、同時に加熱媒
体の表面に適度な表面エネルギーを有する樹脂を被覆することにより加熱媒体との密着性
を向上させ、その一方で、トナーの１８０℃における貯蔵弾性率（Ｇ’（１８０））を一
定の範囲にし、トナーに含有される結着樹脂間の凝集力を維持することで、加熱媒体表面
に極端に低表面エネルギーの樹脂を用いなくとも定着させることができることを見出し、
本発明を完成するに至った。
【００３０】
（加熱媒体）
　以下、まず本発明におけるトナーの加熱媒体について説明する。
　本発明における加熱媒体は、表面の２５℃における水との接触角が７０～１００°の範
囲になるように樹脂を被覆したロール形状のものである。 一般に加熱媒体は、中空の金
属ロール内部に発熱ランプ等を装着したものであったり、金属ロール表面または表面付近
に高抵抗の熱電対を装着したものを通電し発熱させるのを基本構造としている。そして上
記金属ロール表面は多くの場合酸化されており極性が強い。
【００３１】
この金属ロールとして、ステンレス等の極性の低い材料を用いてそのまま使用することも
できるが、定着時のトナー粒子との接触によって、結着樹脂、顔料、帯電制御剤等の極性
基を持つ材料が前記金属ロール表面に移行しやすくなり、オフセットを生じ易くなる傾向
がある。
【００３２】
このオフセットは、金属ロール表面の極性基の量を減少させることによって改善すること
ができる。この方法としては、例えばポリテトラフルオロエチレン、ポリフッ化ビニリデ
ン等の含フッ素化合物の重合体等で表面を被覆することが挙げられるが、これらは前記金
属表面との密着性が悪く長期間の使用で剥がれやすくなったり、また高温度条件では分解
等の問題が生じる。また、熱硬化性樹脂で低表面エネルギーを実現できるシリコーン系樹
脂の場合、一般に硬度が低く摩耗しやすいだけでなく、通常トナーの外添剤として使用す
るシリカとの密着性が強いため、表面が削られたり、経時によりロール表面が変性してし
まう。
【００３３】
これらの問題に対し、本発明では、適度に表面エネルギーを有する樹脂を加熱媒体表面に
使用する。この場合、加熱媒体表面との密着性を向上させ、同時に溶融状態のトナーとの
密着性をある程度低下させることができ、さらに後述するトナーによってトナーと加熱媒
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体表面との密着性を下げることができるため、定着可能な温度領域を拡大することができ
る。
【００３４】
　前記のように、本発明においては、前記加熱媒体表面の２５℃における水との接触角が
、７０～１００°の範囲であることが必要である。なお、当該接触角の測定方法、条件等
については後述する。
【００３５】
前記加熱媒体表面の水との接触角が５０°未満の場合、樹脂表面の極性が高くなり、トナ
ーとの定着時の密着性が増加するため、オフセットが生じ易くなり、また、１００°を超
える場合は、加熱媒体表面の樹脂が剥がれやすくなるため好ましくない。
【００３６】
　上記加熱媒体表面の接触角は、被覆樹脂層を形成した場合等の初期の接触角を示すもの
であるが、該接触角の加熱媒体使用時の変動は少ないことが望ましい。本発明においては
、画像形成装置に加熱媒体が用いられた場合の上記接触角の変動は、例えばＡ４サイズの
記録媒体を用いた画像形成を繰り返し行ったときに、１万枚後で接触角の変動が０～１０
°の範囲であり、０～５°の範囲であることがより好ましい。
【００３７】
本発明における前記加熱媒体表面に使用可能な樹脂の具体例としては、ポリエチレン、ポ
リプロピレン、ポリスチレン等の炭化水素系樹脂類；ポリ塩化ビニル、ポリ塩化ビニリデ
ン、ポリフッ化ビニル、ポリフッ化ビニリデン等の含ハロゲン系樹脂類；ポリビニルアル
コール、フェノール樹脂、ポリビニルエーテル、ポリビニルホルマール、ポリビニルブチ
ラール、アセトフェノン樹脂、シクロヘキサノン樹脂、ケトン樹脂、ポリアセタール樹脂
、ポリエチレンオキサイド、ポリエーテルエーテルケトン、ポリカーボネート、ポリアリ
レート、ポリエチレンテレフタレート、フェノキシ樹脂等の含酸素系樹脂；ポリアクリル
酸メチル、ポリメタクリル酸メチル等のアクリル類；フェニレンサルファイド樹脂、ユー
デルポリサルホン、ポリエーテルサルホン、ポリアミンサルホン等の含硫黄系樹脂；メラ
ミン樹脂等の含窒素系樹脂；シリコーン樹脂などが挙げられる。
【００３８】
これらは１種単独で用いてもよく、また２種以上を混合して用いてもよい。また、上記各
種樹脂を、反応性の重合性単量体、ポリマー等を用いて変性させてもよい。
なお、加熱媒体表面に被覆される場合には、被覆層は単層構造で形成されてもよいし、複
層構造で形成されてもよい。
【００３９】
これらのうち、より好ましくはフェノール樹脂、メラミン樹脂、シリコーン樹脂、アクリ
ル樹脂などが、未定着トナー層との剥がれ、樹脂の加熱媒体との密着性の観点から本発明
における被覆樹脂として好ましく、また、加熱媒体が２００℃以上の高温となるため、フ
ェノール樹脂、メラミン樹脂等の熱硬化性樹脂が特に好ましく用いられる。
【００４０】
これら樹脂を用いた加熱媒体表面の被覆樹脂層の厚みは、１～１００μｍ程度の範囲が好
ましく、より好ましくは５～５０μｍの範囲、さらに好ましくは１０～４０μｍの範囲が
使用の容易さの観点から好ましい。
【００４１】
被覆樹脂層の厚みが１μｍ未満の場合、耐摩耗性に問題が生じる場合があり、１００μｍ
を超えると、加熱媒体の熱による温度差が生じ易くなるため、被覆樹脂層にひび等の変性
が生じ易くなり好ましくない。
【００４２】
（静電荷像現像用トナー）
次に、本発明の画像形成方法に用いられる静電荷像現像用トナーについて説明する。
トナー画像は転写工程を経た後、定着工程において加熱され記録媒体に定着される。この
ときのトナー画像を構成するトナーの粘弾性は定着性に大きな影響を持っており、粘度の
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高い低温条件下ではトナーは記録媒体表面に定着されず、加熱ロール（加熱媒体）上に付
着し、これが記録媒体の定着器通過方向のロール１周分後方に定着される、いわゆる低温
オフセットを生じる。また、粘度の低い高温度領域において、定着時にトナーはトナー粒
子層の内部で切断し、一方は記録媒体に、もう一方は加熱ロールにそれぞれ分かれ、加熱
ロール側に移行したトナーは、前記低温オフセットと同様、高温オフセットとして記録媒
体のロールの１周分後方に定着される。
【００４３】
上記低温、高温オフセット発生を防止するため、この加熱ロール表面にフッ素樹脂系、シ
リコーン樹脂系等の低表面エネルギー層が設けられるが、オフセット発生を防止する効果
はあるものの、前述のような低表面エネルギー物質は寿命が短くなる傾向があるため、耐
久安定性の観点から好ましくない。
【００４４】
本発明においては、前述のような問題を解決するためにトナーを構成する結着樹脂の粘弾
性、具体的には１８０℃における貯蔵弾性率（Ｇ’（１８０））に注目した結果、（Ｇ’
（１８０））が１×１０3～８×１０3Ｐａの範囲であれば、低温度側においてトナーの溶
融状態が確保できるため低温オフセットが防止でき、また高温状態でもトナーに含有され
る結着樹脂の粘弾性がある程度高いまま維持されるため、高温オフセットを防止できるこ
とが見出された。
【００４５】
また、上記のようにトナーの１８０℃における貯蔵弾性率（Ｇ’（１８０））を本願にお
ける範囲とすることで、加熱媒体の表面被覆樹脂として、前記フッ素樹脂系やシリコーン
樹脂系以外の熱硬化性樹脂等を用いることができるため、従来フッ素樹脂系被覆層を使用
した場合に、その下層に設けられていたシリコーンゴム層などが不要となり、この観点か
らも加熱媒体の高耐久化、低コスト化を図ることが可能となった。
【００４６】
前記（Ｇ’（１８０））の好ましい範囲としては、１．５×１０3～８×１０3Ｐａの範囲
であって、より好ましくは、３．０×１０3～８×１０3Ｐａの範囲が加熱媒体との剥離性
を維持できる点で好ましい。
【００４７】
（Ｇ’（１８０））が１×１０3Ｐａ未満の場合、高温度側で粘度が下がる為に高温オフ
セットを生じ易くなり、また、（Ｇ’（１８０））が８×１０3Ｐａを超える場合、低温
度側で定着が困難となるため、いずれの場合も定着可能な温度領域が狭くなり好ましくな
い。
【００４８】
なお、上記貯蔵弾性率Ｇ’は、粘弾性測定装置ＡＲＥＳ（レオメトリックス・サイエンテ
イフィック・エフ・イー（株）製）を用いて測定したものである。測定試料、測定条件等
については後述する。
【００４９】
本発明の画像形成方法に用いられる静電荷像現像用トナーの好ましい（Ｇ’（１８０））
は、主に結着樹脂の分子量を調整することで実現できる。例えば、結着樹脂の重量平均分
子量が、１００,０００～１,０００,０００程度の範囲になれば、樹脂分子間の凝集度が
増加されるために定着性には好ましい。また、上記重量平均分子量は１５０，０００～５
００，０００の範囲とすることがより好ましい。
【００５０】
さらに、比較的高温におけるトナーの溶融状態における貯蔵弾性率を高めに保つため、分
子量分布も一定の範囲をは持つ必要がある。本発明における結着樹脂の分子量分布として
は重量平均分子量Ｍｗと数平均分子量Ｍｎとの比Ｍｗ／Ｍｎで、５～４０の範囲にあるこ
とが好ましく、１０～３０の範囲にあることがより好ましい。
【００５１】
通常分子量は、重合時における重合開始剤量、連鎖移動剤量、及び重合温度により調製さ



(8) JP 4103692 B2 2008.6.18

10

20

30

40

50

れ、重合開始剤量や連鎖移動剤量の低減、重合温度の低下等の手段により大きくすること
ができる。また、本発明における結着樹脂は、必要な（Ｇ’（１８０））の範囲を実現す
るため、１種類の重合性単量体を重合して調製しても良く、また、例えば分子量数万の樹
脂と分子量百万以上の樹脂とを適当な比率で混合して調製し用いても良い。一般的に、後
者の樹脂を用いた方が定着可能温度領域を拡大できるという点からは好ましい。
【００５２】
また、重合時に架橋剤を添加し、分子間架橋を形成させても必要なＧ’（１８０）を得る
ことが可能となる。さらに、上記架橋剤添加と前述の分子量調整とを組み合わせても良い
。
【００５３】
特に乳化凝集合一法によってトナーを作製する場合、後述する凝集剤添加によって結着樹
脂のＧ’（１８０）を増加させることもできる。一般に、凝集剤に含まれる金属イオンは
凝集時に粒子同士を引き付け凝集させる効果を持ち、この傾向は金属イオンの価数が大き
いほど大きく、また凝集力も強い。そのために、Ｇ’（１８０）を増加させることができ
るものと推定される。
【００５４】
また、本発明においてトナーの結着樹脂としては、ビニル性二重結合を有する重合性単量
体を重合して得られる結着樹脂を使用する必要がある。一般にビニル性二重結合を有する
重合性単量体を重合して得られる結着樹脂は、重合度が同等のポリエステル、エポキシ、
ウレタン等の縮合系の樹脂に比較して硬く、熱に対する応答性が鈍いため、本発明のよう
な定着器の加熱ロールの厚みが少なく、表面温度の変化しやすい定着器には好ましい。ま
た一般に、前記樹脂は極性が低いため、従来のフッ素、シリコーン等の樹脂を用いたもの
に比較して、表面エネルギーの高い定着ロールを用いた場合に有利である。
【００５５】
また、本発明においては、前記ビニル性二重結合を有する重合性単量体が、カルボキシル
基を有する重合性単量体を少なくとも１種類以上含有することが好ましい。カルボキシル
基は樹脂に極性を持たせることができ、凝集剤の効果を向上させることができるため、重
合して得られる樹脂中にカルボキシル基が含まれることにより、使用する凝集剤の量を低
減できるのと同時に、凝集粒子の粒度分布を狭くさせ、微粉発生の少ないトナーの作製が
可能となる。
【００５６】
前記ビニル性二重結合を有する重合性単量体を重合して得られる樹脂の具体例としては、
スチレン、パラクロロスチレン、α－メチルスチレン等のスチレン類の単独重合体又は共
重合体（スチレン系樹脂）；アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸ｎ－プロ
ピル、アクリル酸ｎ－ブチル、アクリル酸ラウリル、アクリル酸２－エチルヘキシル、メ
タクリル酸メチル、メタクリル酸エチル、メタクリル酸ｎ－プロピル、メタクリル酸ラウ
リル、メタクリル酸２－エチルヘキシル等のビニル基を有するエステル類の単独重合体又
は共重合体（ビニル系樹脂）；アクリロニトリル、メタクリロニトリル等のビニルニトリ
ル類の単独重合体又は共重合体（ビニル系樹脂）；ビニルメチルエーテル、ビニルイソブ
チルエーテル等のビニルエーテル類の単独重合体又は共重合体（ビニル系樹脂）；ビニル
メチルケトン、ビニルエチルケトン、ビニルイソプロペニルケトン類の単独重合体又は共
重合体（ビニル系樹脂）；エチレン、プロピレン、ブタジエン、イソプレン等のオレフィ
ン類の単独重合体又は共重合体（オレフィン系樹脂）などが挙げられる。
これらの樹脂は、１種単独で用いても良いし、２種以上を併用して用いても良い。
【００５７】
また、結着樹脂としては、上記樹脂を含有していれば、他の樹脂も併せて用いることがで
きる。該他の樹脂に特に制限はないが、具体例としては、メチルシリコーン、メチルフェ
ニルシリコーン等を重合したシリコーン樹脂類、ビスフェノール、グリコール等を含有す
るポリエステル類、エポキシ樹脂、ポリウレタン樹脂、ポリアミド樹脂、セルロース樹脂
、ポリエーテル樹脂、ポリカーボネート樹脂等が挙げられる。
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【００５８】
これらの他の樹脂の、前記ビニル性二重結合を有する重合性単量体を重合して得られた樹
脂に対する割合は、０～５０質量％の範囲が好ましく、より好ましくは１～３０質量％の
範囲、さらに好ましくは２～２０質量％の範囲である。
上記割合が５０質量％を超えると、前記ビニル性二重結合を有する重合性単量体を重合し
て得られた樹脂の効果が小さくなり、本発明の効果が得られなくなる場合がある。
【００５９】
本発明の画像形成方法に用いられる静電荷像現像用トナーの製法としては、粒子を形成で
きる製法であれば特に制限はないが、特に好ましいのは乳化重合凝集法である。前記乳化
重合凝集法は、少なくとも１ミクロン以下の樹脂粒子を分散した樹脂粒子分散液及び着色
剤を分散した着色剤分散液を混合し、樹脂粒子、着色剤をトナー粒径の凝集粒子に凝集さ
せる工程（以下、「凝集工程」と称することがある）、樹脂のガラス転移点以上の温度に
加熱し上記凝集粒子を融合し、着色トナー粒子を形成する工程（以下、「融合工程」と称
することがある）を含む。
【００６０】
前記凝集工程においては、互いに混合された前記樹脂粒子分散液、前記着色剤分散液、及
び必要に応じて前記離型剤分散液中の樹脂粒子が凝集して凝集粒子が形成される。該凝集
粒子はヘテロ凝集等により形成され、該凝集粒子の安定化、粒度／粒度分布制御を目的と
して、樹脂粒子とは極性が異なるイオン性界面活性剤や、金属塩等の一価以上の電荷を有
する化合物を添加すること等により形成される。
【００６１】
前記融合工程においては、前記凝集粒子中の樹脂がガラス転移点以上の温度条件で溶融し
、凝集粒子は不定形から球状へと変化する。このとき、凝集粒子の形状係数ＳＦ１は１５
０以上あるものが、球状になるに従い小さくなるのであって、所望の形状係数ＳＦ１にな
った段階でトナーの加熱を中止することにより形状係数を制御するものである。その後凝
集物を水系媒体から分離、必要に応じて洗浄、乾燥させることによって、トナーを形成す
る。
【００６２】
ここで上記形状係数ＳＦ１は、下記式（１）により求められる。
ＳＦ１＝（ＭＬ2／Ａ）×（π／４）×１００　　・・・　　式（１）
上記式（１）中、ＭＬはトナー粒子の絶対最大長、Ａはトナー粒子の投影面積を各々示す
。
【００６３】
前記ＳＦ１は、主に顕微鏡画像または走査電子顕微鏡（ＳＥＭ）画像を画像解析装置を用
いて解析することによって数値化され、例えば、以下のようにして算出することができる
。すなわち、スライドガラス表面に散布したトナーの光学顕微鏡像をビデオカメラを通じ
てルーゼックス画像解析装置に取り込み、１００個以上のトナー粒子の最大長と投影面積
を求め、上記式（１）によって計算し、その平均値を求めることにより得られる。
【００６４】
一般にオフセットはトナーが球状になるほど発生しやすく、本発明においては、画質と耐
オフセット性の両立の観点から、最終的なトナーとしての形状係数ＳＦ１は１１５～１４
０の範囲であることが好ましく、１２０～１３５の範囲であることがより好ましい。
【００６５】
また、本発明の画像形成方法に用いられる静電荷像現像用トナーの製法として、懸濁重合
法も好ましく用いることができる。該懸濁重合法は、着色剤粒子、離型剤粒子等を、重合
性単量体とともに必要に応じて分散安定剤等が添加された水系媒体中へ懸濁させ、所望の
粒度、粒度分布に分散させた後、加熱等の手段により前記重合性単量体を重合し、重合後
重合物を水系媒体から分離、必要に応じて洗浄、乾燥させることによって、トナーを形成
するものである。
【００６６】
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本発明における静電荷像現像用トナーに用いられる着色材としては、シアン、マゼンタ、
イエロー、ブラック顔料から選ばれるいずれかを少なくとも１種以上含有することが好ま
しく、１種単独で用いても良いし、同系統の顔料を２種以上混合して用いてもよい。また
異系統の顔料を２種以上混合して用いても良い。
【００６７】
前記着色剤としては、例えば、クロムイエロー、ハンザイエロー、ベンジジンイエロー、
スレンイエロー、キノリンイエロー、パーマネントオレンジＧＴＲ，ピラゾロンオレンジ
、バルカンオレンジ、ウオッチヤングレッド、パーマネントレッド、ブリリアントカーミ
ン３Ｂ、ブリリアントカーミン６Ｂ、デュポンオイルレッド、ピラゾロンレッド、リソー
ルレッド、ローダミンＢレーキ、レーキレッドＣ、ローズベンガル、アニリンブルー、ウ
ルトラマリンブルー、カルコオイルブルー、メチレンブルークロライド、フタロシアニン
ブルー、フタロシアニングリーン、マラカイトグリーンオキサレート、ファーネスブラッ
ク、チャンネルブラック、アセチレンブラック、サーマルブラック、ランプブラックなど
の種々の顔料；アクリジン系、キサンテン系、アゾ系、ベンゾキノン系、アジン系、アン
トラキノン系、ジオキサジン系、チアジン系、アゾメチン系、インジゴ系、チオインジゴ
系、フタロシアニン系、アニリンブラック系、ポリメチン系、トリフェニルメタン系、ジ
フェニルメタン系、チアゾール系、キサンテン系などの各種染料；などが挙げられる。
【００６８】
本発明に用いられる静電荷像現像用トナーの製造において、例えば前記懸濁重合法におけ
る分散時の安定化、前記乳化重合凝集法における樹脂粒子分散液、着色剤分散液、及び離
型剤分散液の分散安定を目的として界面活性剤を用いることができる。
【００６９】
前記界面活性剤としては、例えば硫酸エステル塩系、スルホン酸塩系、リン酸エステル系
、せっけん系等のアニオン界面活性剤；アミン塩型、４級アンモニウム塩型等のカチオン
界面活性剤；ポリエチレングリコール系、アルキルフェノールエチレンオキサイド付加物
系、多価アルコール系等の非イオン系界面活性剤などが挙げられる。これらの中でもイオ
ン性界面活性剤が好ましく、アニオン系界面活性剤、カチオン系界面活性剤がより好まし
い。
【００７０】
本発明におけるトナーの製造に関しては、一般的にはアニオン系界面活性剤は分散力が強
く、樹脂粒子、着色剤の分散に優れているため、離型剤を分散させるための界面活性剤と
してはカチオン系界面活性剤が有利である。また、前記非イオン系界面活性剤は、上記ア
ニオン系界面活性剤又はカチオン系界面活性剤と併用されるのが好ましい。前記界面活性
剤は、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用して使用してもよい。
【００７１】
前記アニオン系界面活性剤の具体例としては、ラウリン酸カリウム、オレイン酸ナトリウ
ム、ヒマシ油ナトリウム等の脂肪酸セッケン類；オクチルサルフェート、ラウリルサルフ
ェート、ラウリルエーテルサルフェート、ノニルフェニルエーテルサルフェート等の硫酸
エステル類；ラウリルスルホネート、ドデシルベンゼンスルホネート、トリイソプピルナ
フタレンスルホネート、ジブチルナフタレンスルホネートなどのアルキルナフタレンスル
ホン酸ナトリウム、ナフタレンスルホネートホルマリン縮合物、モノオクチルスルホサク
シネート、ジオクチルスルホサクシネート、ラウリン酸アミドスルホネート、オレイン酸
アミドスルホネート等のスルホン酸塩類；ラウリルホスフェート、イソプロピルホスフェ
ート、ノニルフェニルエーテルホスフェート等のリン酸エステル類；ジオクチルスルホコ
ハク酸ナトリウムなどのジアルキルスルホコハク酸塩類；スルホコハク酸ラウリル２ナト
リウム等のスルホコハク酸塩類；などが挙げられる。
【００７２】
前記カチオン系界面活性剤の具体例としては、ラウリルアミン塩酸塩、ステアリルアミン
塩酸塩、オレイルアミン酢酸塩、ステアリルアミン酢酸塩、ステアリルアミノプロピルア
ミン酢酸塩等のアミン塩類；ラウリルトリメチルアンモニウムクロライド、ジラウリルジ
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メチルアンモニウムクロライド、ジステアリルジメチルアンモニウムクロライド、ジステ
アリルジメチルアンモニウムクロライド、ラウリルジヒドロキシエチルメチルアンモニウ
ムクロライド、オレイルビスポリオキシエチレンメチルアンモニウムクロライド、ラウロ
イルアミノプロピルジメチルエチルアンモニウムエトサルフェート、ラウロイルアミノプ
ロピルジメチルヒドロキシエチルアンモニウムパークロレート、アルキルベンゼントリメ
チルアンモニウムクロライド、アルキルトリメチルアンモニウムクロライド等の４級アン
モニウム塩類；などが挙げられる。
【００７３】
前記非イオン性界面活性剤の具体例としては、ポリオキシエチレンオクチルエーテル、ポ
リオキシエチレンラウリルエーテル、ポリオキシエチレンステアリルエーテル、ポリオキ
シエチレンオレイルエーテル等のアルキルエーテル類；ポリオキシエチレンオクチルフェ
ニルエーテル、ポリオキシエチレンノニルフェニルエーテル等のアルキルフェニルエーテ
ル類；ポリオキシエチレンラウレート、ポリオキシエチレンステアレート、ポリオキシエ
チレンオレート等のアルキルエステル類；ポリオキシエチレンラウリルアミノエーテル、
ポリオキシエチレンステアリルアミノエーテル、ポリオキシエチレンオレイルアミノエー
テル、ポリオキシエチレン大豆アミノエーテル、ポリオキシエチレン牛脂アミノエーテル
等のアルキルアミン類；ポリオキシエチレンラウリン酸アミド、ポリオキシエチレンステ
アリン酸アミド、ポリオキシエチレンオレイン酸アミド等のアルキルアミド類；ポリオキ
シエチレンヒマシ油エーテル、ポリオキシエチレンナタネ油エーテル等の植物油エーテル
類；ラウリン酸ジエタノールアミド、ステアリン酸ジエタノールアミド、オレイン酸ジエ
タノールアミド等のアルカノールアミド類；ポリオキシエチレンソルビタンモノラウレー
ト、ポリオキシエチレンソルビタンモノパルミエート、ポリオキシエチレンソルビタンモ
ノステアレート、ポリオキシエチレンソルビタンモノオレエート等のソルビタンエステル
エーテル類；などが挙げられる。
【００７４】
前記界面活性剤の各分散液中における含有量としては、本発明を阻害しない程度であれば
良く、一般的には少量であり、具体的には０.０１～１０質量％程度の範囲であり、より
好ましくは０.０５～５質量％の範囲であり、さらに好ましくは０．１～２質量％程度の
範囲である。含有量が０．０１質量％未満であると、樹脂粒子分散液、着色剤分散液、離
型剤分散液等の、各分散液が不安定になり、そのため凝集を生じたり、また凝集時に各粒
子間の安定性が異なるため、特定粒子の遊離が生じる等の問題があり、また１０質量％を
越えると、粒子の粒度分布が広くなったり、また粒子径の制御が困難になる等の理由から
好ましくない。一般的には粒子径の大きい懸濁重合トナー分散物が界面活性剤の使用量は
少量で安定である。
【００７５】
また、前記懸濁重合法の場合に用いる前記分散安定剤としては、難水溶性で、親水性の無
機微粉末を用いることができる。使用できる無機微粉末としては、シリカ、アルミナ、チ
タニア、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム、リン酸３カルシウム（ヒドロキシアパタイ
ト）、クレイ、ケイソウ土、ベントナイト等が挙げられる。これらの中でも炭酸カルシウ
ム、リン酸３カルシウム等は微粒子の粒度形成の容易さと、除去の容易さの点で好ましい
。
【００７６】
また、前記分散安定剤としては、常温固体の水性ポリマー等も用いることができる。具体
的には、カルボキシメチルセルロース、ヒドロキシプロピルセルロース等のセルロース系
化合物、ポリビニルアルコール、ゼラチン、デンプン、アラビアゴム等が使用できる。
【００７７】
本発明における前記結着樹脂には、前述のように必要に応じて架橋剤を添加することもで
きる。
架橋剤の具体例としては、ジビニルベンゼン、ジビニルナフタレン等の芳香族の多ビニル
化合物類；フタル酸ジビニル、イソフタル酸ジビニル、テレフタル酸ジビニル、ホモフタ
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ル酸ジビニル、トリメシン酸ジビニル／トリビニル、ナフタレンジカルボン酸ジビニル、
ビフェニルカルボン酸ジビニル等の芳香族多価カルボン酸の多ビニルエステル類；ピリジ
ンジカルボン酸ジビニル等の含窒素芳香族化合物のジビニルエステル類；ピロムチン酸ビ
ニル、フランカルボン酸ビニル、ピロール－２－カルボン酸ビニル、チオフェンカルボン
酸ビニル等の不飽和複素環化合物カルボン酸のビニルエステル類；ブタンジオールメタク
リレート、ヘキサンジオールアクリレート、オクタンジオールメタクリレート、デカンジ
オールアクリレート、ドデカンジオールメタクリレート等の直鎖多価アルコールの（メタ
）アクリル酸エステル類；ネオペンチルグリコールジメタクリレート、２－ヒドロキシ－
１，３－ジアクリロキシプロパン等の分枝、置換多価アルコールの（メタ）アクリル酸エ
ステル類；ポリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリプロピレンポリエチレ
ングリコールジ（メタ）アクリレート類、コハク酸ジビニル、フマル酸ジビニル、マレイ
ン酸ビニル／ジビニル、ジグリコール酸ジビニル、イタコン酸ビニル／ジビニル、アセト
ンジカルボン酸ジビニル、グルタル酸ジビニル、３，３’－チオジプロピオン酸ジビニル
、ｔｒａｎｓ－アコニット酸ジビニル／トリビニル、アジピン酸ジビニル、ピメリン酸ジ
ビニル、スベリン酸ジビニル、アゼライン酸ジビニル、セバシン酸ジビニル、ドデカン二
酸ジビニル、ブラシル酸ジビニル等の多価カルボン酸の多ビニルエステル類等である。
本発明において、これらの架橋剤は１種単独で用いてもよく、２種以上を併用して用いて
も良い。
【００７８】
これら架橋剤の中では、他の単量体の種類等にもよるが、一般に不飽和脂肪酸エステルが
好ましく用いられる。その理由は、ビニル系二重結合の反応は、該不飽和脂肪酸エステル
に比較して早く進行するために、樹脂内に架橋部分の不均一が生じ、結果として非架橋部
分が定着時にオフセットしやすくなる等の問題が生じ易いからである。
【００７９】
これらの架橋剤のうち、より好ましいものは、ブタンジオールメタクリレート、ヘキサン
ジオールアクリレート、オクタンジオールメタクリレート、デカンジオールアクリレート
、ドデカンジオールメタクリレート等の直鎖多価アルコールの（メタ）アクリル酸エステ
ル類；ネオペンチルグリコールジメタクリレート、２－ヒドロキシ－１，３－ジアクリロ
キシプロパン等の分枝、置換多価アルコールの（メタ）アクリル酸エステル類；ポリエチ
レングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリプロピレンポリエチレングリコールジ（メ
タ）アクリレート類であって、さらに、ブタンジオールメタクリレート、ヘキサンジオー
ルアクリレート、オクタンジオールメタクリレート、デカンジオールアクリレート、ドデ
カンジオールメタクリレート等の直鎖多価アルコールの（メタ）アクリル酸エステル類が
、反応の均一性を保つという観点から好ましい。
【００８０】
本発明におけるトナーに用いる樹脂は、重合性単量体のラジカル重合により、重合するこ
とができる。
ラジカル重合用の開始剤としては、特に制限はない。具体的には、過酸化水素、過酸化ア
セチル、過酸化クミル、過酸化ｔｅｒｔ－ブチル、過酸化プロピオニル、過酸化ベンゾイ
ル、過酸化クロロベンゾイル、過酸化ジクロロベンゾイル、過酸化ブロモメチルベンゾイ
ル、過酸化ラウロイル、過硫酸アンモニウム、過硫酸ナトリウム、過硫酸カリウム、ペル
オキシ炭酸ジイソプロピル、テトラリンヒドロペルオキシド、１－フェニル－２－メチル
プロピル－１－ヒドロペルオキシド、過トリフェニル酢酸ｔｅｒｔ－ブチルヒドロペルオ
キシド、過蟻酸ｔｅｒｔ－ブチル、過酢酸ｔｅｒｔ－ブチル、過安息香酸ｔｅｒｔ－ブチ
ル、過フェニル酢酸ｔｅｒｔ－ブチル、過メトキシ酢酸ｔｅｒｔ－ブチル、過Ｎ－（３－
トルイル）カルバミン酸ｔｅｒｔ－ブチル等の過酸化物類、
【００８１】
２，２’－アゾビスプロパン、２，２’－ジクロロ-２，２’－アゾビスプロパン、１，
１’－アゾ（メチルエチル）ジアセテート、２，２’－アゾビス（２－アミジノプロパン
）塩酸塩、２，２’－アゾビス（２－アミジノプロパン）硝酸塩、２，２’－アゾビスイ
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ソブタン、２，２’－アゾビスイソブチルアミド、２，２’－アゾビスイソブチロニトリ
ル、２，２’－アゾビス－２－メチルプロピオン酸メチル、２，２’－ジクロロ－２，２
’－アゾビスブタン、２，２’－アゾビス－２－メチルブチロニトリル、２，２’－アゾ
ビスイソ酪酸ジメチル、１，１’－アゾビス（１－メチルブチロニトリル－３－スルホン
酸ナトリウム）、２－（４－メチルフェニルアゾ）－２－メチルマロノジニトリル、４，
４’－アゾビス－４－シアノ吉草酸、３，５－ジヒドロキシメチルフェニルアゾ－２－メ
チルマロノジニトリル、２－（４－ブロモフェニルアゾ）－２－アリルマロノジニトリル
、２，２’－アゾビス－２－メチルバレロニトリル、４，４’－アゾビス－４－シアノ吉
草酸ジメチル、２，２’－アゾビス－２，４－ジメチルバレロニトリル、１，１’－アゾ
ビスシクロヘキサンニトリル、２，２’－アゾビス－２－プロピルブチロニトリル、１，
１’－アゾビス－１－クロロフェニルエタン、1１，１’－アゾビス－１－シクロヘキサ
ンカルボニトリル、１，１’－アゾビス－１－シクロへプタンニトリル、１，１’－アゾ
ビス－１－フェニルエタン、１，１’－アゾビスクメン、４－ニトロフェニルアゾベンジ
ルシアノ酢酸エチル、フェニルアゾジフェニルメタン、フェニルアゾトリフェニルメタン
、４－ニトロフェニルアゾトリフェニルメタン、１，１’－アゾビス－１，２－ジフェニ
ルエタン、ポリ（ビスフェノールＡ－４，４’－アゾビス－４－シアノペンタノエート）
、ポリ（テトラエチレングリコール－２，２’－アゾビスイソブチレート）等のアゾ化合
物類、１，４－ビス（ペンタエチレン）－２－テトラゼン、１，４－ジメトキシカルボニ
ル－１，４－ジフェニル－２－テトラゼン等である。
【００８２】
本発明におけるトナーに用いる樹脂の分子量調整は、連鎖移動剤を用いて行なうこともで
きる。該連鎖移動剤としては、特に制限はなく、具体的には炭素原子と硫黄原子との共有
結合を持つものがよく、より具体的には、ｎ－プロピルメルカプタン、ｎ－ブチルメルカ
プタン、ｎ－アミルメルカプタン、ｎ－ヘキシルメルカプタン、ｎ－ヘプチルメルカプタ
ン、ｎ－オクチルメルカプタン、ｎ－ノニルメルカプタン、ｎ－デシルメルカプタン等の
ｎ－アルキルメルカプタン類；イソプロピルメルカプタン、イソブチルメルカプタン、ｓ
－ブチルメルカプタン、ｔｅｒｔ－ブチルメルカプタン、シクロヘキシルメルカプタン、
ｔｅｒｔ－ヘキサデシルメルカプタン、ｔｅｒｔ－ラウリルメルカプタン、ｔｅｒｔ－ノ
ニルメルカプタン、ｔｅｒｔ－オクチルメルカプタン、ｔｅｒｔ－テトラデシルメルカプ
タン等の分鎖型アルキルメルカプタン類；アリルメルカプタン、３－フェニルプロピルメ
ルカプタン、フェニルメルカプタン、メルカプトトリフェニルメタン等の含芳香環系のメ
ルカプタン類；などを挙げることができる。
【００８３】
本発明におけるトナーの製造において、乳化凝集合一法を用いた場合、前記凝集工程にお
いてｐＨ変化により凝集を発生させ、粒子を調製することができる。また同時に粒子の凝
集を安定に、また迅速に、またはより狭い粒度分布を持つ凝集粒子を得る方法として、凝
集剤を添加しても良い。
【００８４】
上記凝集剤としては一価以上の電荷を有する化合物が好ましく、該一価以上の電荷を有す
る化合物の具体例としては、前述のイオン性界面活性剤、ノニオン系界面活性剤等の水溶
性界面活性剤類；塩酸、硫酸、硝酸、酢酸、シュウ酸等の酸類、塩化マグネシウム、塩化
ナトリウム、硫酸アルミニウム、硫酸カルシウム、硫酸アンモニウム、硝酸アルミニウム
、硝酸銀、硫酸銅、炭酸ナトリウム等の無機酸の金属塩；酢酸ナトリウム、蟻酸カリウム
、シュウ酸ナトリウム、フタル酸ナトリウム、サリチル酸カリウム等の脂肪族酸、芳香族
酸の金属塩；ナトリウムフェノレート等のフェノール類の金属塩；アミノ酸の金属塩、ト
リエタノールアミン塩酸塩、アニリン塩酸塩等の脂肪族、芳香族アミン類の無機酸塩類；
等が挙げられる。
【００８５】
凝集粒子の安定性、凝集剤の熱や経時に対する安定性、洗浄時の除去を考慮した場合、上
記無機酸の金属塩が性能、使用の点で好ましい。具体的には塩化マグネシウム、塩化ナト
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リウム、硫酸アルミニウム、硫酸カルシウム、硫酸アンモニウム、硝酸アルミニウム、硝
酸銀、硫酸銅、炭酸ナトリウム等の無機酸の金属塩である。
【００８６】
これらの凝集剤の添加量は、電荷の価数により異なるが、いずれも少量であって、一価の
場合は３質量％以下程度、二価の場合は１質量％以下程度、三価の場合は０.５質量％以
下程度である。凝集剤の量は少ない方が好ましく、また、前記Ｇ’（１８０）も制御しや
すくなるため、価数の多い化合物が好ましい。
【００８７】
本発明の画像形成方法に用いるトナーには、離型剤を添加することができる。該離型剤の
添加により、定着器にシリコーンオイル等を塗布することなくトナーを定着部材から離型
することができ、同時に定着器もオイル供給機が不用となるために、小型化、軽量化が可
能となる。
【００８８】
離型剤を本発明におけるトナー作製方法である乳化凝集合一法、懸濁重合法を用いると、
乳化重合凝集法では凝集および合一時に、懸濁重合法では分散時に、それぞれ一般的に疎
水性である離型剤は粒子内部に引き込まれる為、表面に存在しにくく、また前述のように
表面にはよりＴｇの高いカルボキシル基が多量に存在すると推定されるため、粒子の形成
は容易である。従来の混錬粉砕法では、粉砕時に大量の離型剤成分が粒子表面に存在する
こととなるため、粒子同士の融着が生じ易い等の欠点を生じやすかった。
【００８９】
前記離型剤の具体例としては、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリブテン等の低分子量
ポリオレフィン類；加熱により軟化点を有するシリコーン類；オレイン酸アミド、エルカ
酸アミド、リシノール酸アミド、ステアリン酸アミド等の脂肪酸アミド類；カルナウバワ
ックス、ライスワックス、キャンデリラワックス、木ロウ、ホホバ油等の植物系ワックス
；ミツロウ等の動物系ワックス；モンタンワックス、 オゾケライト、セレシン、パラフ
ィンワックス、マイクロクリスタリンワックス、フィッシャートロプシュワックス等の鉱
物・石油系ワックス；ステアリン酸ステアリル、ベヘン酸ベヘニル等の高級脂肪酸と高級
アルコールとのエステルワックス類；ステアリン酸ブチル、オレイン酸プロピル、モノス
テアリン酸グリセリド、ジステアリン酸グリセリド、ペンタエリスリトールテトラベヘネ
ート等の高級脂肪酸と一価又は多価低級アルコールとのエステルワックス類；ジエチレン
グリコールモノステアレート、ジプロピレングリコールジステアレート、ジステアリン酸
ジグリセリド、テトラステアリン酸トリグリセリド等の高級脂肪酸と多価アルコール多量
体とからなるエステルワックス類；ソルビタンモノステアレート等のソルビタン高級脂肪
酸エステルワックス類；コレステリルステアレート等のコレステロール高級脂肪酸エステ
ルワックス類などが挙げられる。本発明において、これらの離型剤は１種単独で用いても
よく、２種以上を併用して用いても良い。
【００９０】
これらの離型剤の融点は特に制限はないが、より好ましくは４０～１００℃の範囲、さら
に好ましくは５０～９０℃の範囲が離型性を向上させる点で優れている。特に本発明にお
ける静電荷像現像用トナーの場合、比較的高温でもある程度の粘度を有するため、離型剤
を画像表面にしみださせる為に、上記のように、低温である程度溶融する融点の低い離型
剤を用いることが好ましい。
【００９１】
前記離型剤の融点が４０℃未満であると、トナーになったときの保存性に問題が生じるこ
とがあり、１００℃を超えると、トナーの定着時にトナー表面への離型剤のしみだし量が
少なくなる場合があり、オフセットを生じ易くなることがある。
【００９２】
これらの離型剤の添加量としては、１～４０質量％の範囲であることが好ましく、より好
ましくは５～４０質量％の範囲、更に１０～３５質量％の範囲が加熱部材表面に十分離型
剤を出すことができるため好ましい。
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前記離型剤の添加量が１質量％未満であると、離型剤添加の効果がなく、４０質量％以上
であると、帯電性に影響が現れたり、現像機内部においてトナーが破壊されやすくなり、
離型剤のキャリアへのスペント化が生じたり、帯電が低下しやすくなったりする問題が生
じ好ましくない。
【００９３】
本発明の画像形成方法に用いられる静電荷像現像用トナーは、その表面に２以上の異なる
平均粒径を有する単体または混合物の外添剤を含有することが好ましい。２以上の異なる
平均粒径を有する外添剤を用いることによって、小粒径の外添剤でトナーの流動性を確保
し、同時に大粒径の外添剤によって、小粒径外添剤のトナー表面への埋め込みを防止し、
流動性の低下を抑制することができる。
【００９４】
上記２以上の異なる平均粒径としては、小さい方の平均粒径として５～３０ｎｍの範囲が
好ましく、７～２０ｎｍの範囲がより好ましい。また、大きい方の平均粒径しては、２０
～５０ｎｍの範囲が好ましく、２５～４０ｎｍの範囲がより好ましい。
【００９５】
また、前記外添剤としては、少なくとも１種以上の金属酸化物を含有することが好ましい
。これら金属酸化物は、トナーの流動性を向上させ、粒子間の帯電性のシャープ化させる
等の効果により、現像時の画質を向上させることができる。上記金属酸化物の具体例とし
ては、シリカ、チタニア、酸化亜鉛、酸化ストロンチウム、酸化アルミニウム、酸化カル
シウム、酸化マグネシウム、酸化セリウムまたはこれらの複合酸化物等が挙げられる。こ
れらの金属酸化物は単独で用いても、また複数種を混合して用いても良いが。シリカ、チ
タニアが粒径、粒度分布、製造性の観点から好ましく用いられる。
【００９６】
またこれらのトナーに対する添加量は、０．１～１０質量％の範囲が好ましく０．２～８
質量％の範囲がより好ましく、０．５～６質量％の範囲がさらに好ましい。添加量が０．
１質量％未満の場合、添加する金属酸化物の効果が得られにくく、トナーの粉体流動性が
悪化するため、例えば現像器内でブロッキング等の問題を生じてしまうことがある。また
、１０質量％を超える場合、遊離する外添剤が増加するため、中間転写体へ摩耗、傷の発
生がより生じ易くなるため好ましくない。
【００９７】
本発明の画像形成方法に用いられる静電荷像現像用トナーは、外添剤として平均粒径が０
．０３μｍ以下の金属酸化物を少なくとも１種含有することが好ましい。静電荷像現像用
トナーには、一般に帯電性制御、流動性付与等の目的でシリカ、チタニア等の金属酸化物
が外添されている。特に流動性は現像器内のトナー挙動に大きな影響を与え、流動性が悪
い場合、現像ロール等の現像部材への搬送性が悪化するため、トナー濃度が低下してしま
ったり、さらにはブロッキングを生じてしまう場合がある。
【００９８】
例えば粒径の異なる外添剤により同一の流動性をトナーに持たせる場合、表面積が小さい
大粒径の外添剤の方が添加量は多くなるのは当然であり、この場合定着工程でトナーが加
熱部材に接触するとき、加熱部材表面に外添剤によって摩耗、傷を生じ易くなる。特にト
ナーが小粒径であり、Ｇ’（１８０）が大きく、外添剤の粒径が大きい場合には、大量に
外添しなければならないため、この影響は顕著になる。そこで平均粒径が０．０３μｍ以
下の外添剤を添加することにより、トナーに添加する外添量を減少させると共に、定着ロ
ールへの摩耗、傷の発生も低減することができる。
【００９９】
上記小粒径の金属酸化物の平均粒径は２０ｎｍ以下であることが好ましく、１５ｎｍ以下
であることがより好ましい。ただし、下限は５ｎｍ程度である。
【０１００】
これらの金属酸化物は、必要に応じて疎水化、親水化処理等の表面改質を行なっても良い
。前記表面改質の手段としては従来公知の方法を用いることができる。具体的には、シラ
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ン、チタネート、アルミネート等に対する各カップリング処理である。
【０１０１】
上記カップリング処理に用いるカップリング剤としては、特に制限はないが、例えばメチ
ルトリメトキシシラン、フェニルトリメトキシシラン、メチルフェニルジメトキシシラン
、ジフェニルジメトキシシラン、ビニルトリメトキシシラン、γ－アミノプロピルトリメ
トキシシラン、γ－クロロプロピルトリメトキシシラン、γ－ブロモプロピルトリメトキ
シシラン、γ－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、γ－メルカプトプロピルトリ
メトキシシラン、γ－ウレイドプロピルトリメトキシシラン、フルオロアルキルトリメト
キシシラン、ヘキサメチルジシロキサン等のシランカップリング剤；チタネートカップリ
ング剤；アルミネートカップリング剤；等を好ましく用いることができる。
【０１０２】
本発明においては、目的に応じて、前記樹脂、前記着色剤及び前記離型剤以外に、トナー
に内添剤、帯電制御剤、有機粒体、滑剤、研磨材などのその他の成分（粒子）を添加する
ことが可能である。
【０１０３】
前記内添剤としては、トナー特性としての帯電性を阻害しない程度の添加量で使用でき、
例えば、フェライト、マグネタイト、還元鉄、コバルト、マンガン、ニッケル等の金属、
合金、又はこれら金属を含有する化合物などの磁性体などを用いることができる。
【０１０４】
前記帯電制御剤としては、特に制限はないが、特にカラートナーを用いた場合、無色また
は淡色のものが好ましく使用できる。例えば、４級アンモニウム塩化合物、ニグロシン系
化合物、アルミニウム、鉄、クロムなどの錯体からなる染料、トリフェニルメタン系顔料
などが挙げられる。
【０１０５】
前記有機粒体としては、例えば、ビニル系樹脂、ポリエステル樹脂、シリコーン樹脂等の
通常トナー表面の外添剤として使用される全ての粒子が挙げられる。なお、これらの無機
粒体や有機粒体、流動性助剤、クリーニング助剤等として使用することができる。
【０１０６】
前記滑剤としては、例えば、エチレンビスステアリル酸アミド、オレイン酸アミド等の脂
肪酸アミド、ステアリン酸亜鉛、ステアリン酸カルシウムなどの脂肪酸金属塩等が挙げら
れる。
また、前記研磨剤としては、例えば、前述のシリカ、アルミナ、酸化セリウムなどが挙げ
られる。
【０１０７】
前記樹脂、着色剤、および離型剤を混合した場合における、該着色剤の含有量としては、
５０質量％以下であれば良く、２～４０質量％程度の範囲であるのが好ましい。また、前
記その他の成分の含有量としては、本発明の目的を阻害しない程度であればよく、一般的
には極少量であり、具体的には０．０１～５質量％程度の範囲が好ましく、０．５～２質
量％程度の範囲がより好ましい。
【０１０８】
本発明における、前記樹脂粒子分散液、着色剤分散液、離型剤分散液、およびその他の成
分における分散媒としては、例えば水系媒体などが挙げられる。該水系媒体としては、例
えば、蒸留水、イオン交換水等の水、アルコールなどが挙げられる。これらは、１種単独
で使用しても良いし、２種以上を併用しても良い。
【０１０９】
本発明においては、得られた静電荷像現像用トナーの表面に、炭酸カルシウム、硫酸バリ
ウム等の無機粒体や、ビニル系樹脂、ポリエステル樹脂、シリコーン樹脂等の樹脂粒子を
、乾燥状態で煎断力を印加して添加してもよい。これらの無機粒体や樹脂粒子は、流動性
助剤やクリーニング助剤等の外添剤として機能する。
【０１１０】
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本発明における静電荷像現像用トナーの表面積は特に制限はなく、通常のトナーとして用
いることのできる範囲であればよい。具体的には、ＢＥＴ法を用いた場合、０．５～１０
ｍ2／ｇの範囲が好ましく、１．０～７ｍ2／ｇの範囲がより好ましく、１．２～５ｍ2／
ｇの範囲がさらに好ましい。
【０１１１】
また、本発明における静電荷像現像用トナーの粒度としては、体積平均粒径で４～１０μ
ｍの範囲が好ましく、４～８μｍの範囲がより好ましく、４．５～７．５μｍの範囲がさ
らに好ましい。体積平均粒径が４μｍ未満であると、トナーの表面積が増加するため、使
用する外添材料が増加してしまうため好ましくなく、１０μｍを超えた場合は、外添剤が
攪拌によってトナー内部に埋め込まれてしまい、流動性を悪化させやすくなる傾向があり
好ましくない。
【０１１２】
また、本発明におけるトナーの粒度分布としては、下記式（２）の粒度分布指標ＧＳＤで
表すことができる。
ＧＳＤ＝[（ｄ１６／ｄ５０）＋（ｄ５０／ｄ８４）]／２
【０１１３】
上式中、ｄ１６、ｄ５０、ｄ８４は、それぞれトナーの大粒径側から数えてそれぞれ１６
％、５０％、８４％の径を示したもので、数値としてはｄ１６＞ｄ５０＞ｄ８４の順であ
り、ＧＳＤが小さいほど粒度の揃ったトナーであるということができる。上記ＧＳＤには
、個数平均粒子径から算出したものと、体積平均粒子径から算出したものがあるが、本発
明におけるトナーのＧＳＤはどちらを採用しても良い。
【０１１４】
上記ＧＳＤの好ましい範囲としては１．３以下であり、より好ましくは１．２７以下、さ
らに好ましくは１．２５以下である。ＧＳＤが１．３を超えると、画質が悪化するだけで
なく、微粉が増加するため、前述のように感光体表面に金属酸化物が残留してしまうため
好ましくない。
【０１１５】
前記静電荷像現像用トナーの帯電量としては、絶対値で１０～４０μＣ／ｇの範囲が好ま
しく、１５～３５μＣ／ｇの範囲がより好ましい。前記帯電量が、１０μＣ／ｇ未満であ
ると、画像の背景部汚れが発生し易くなり、４０μＣ／ｇを越えると、画像濃度の低下が
発生し易くなる。
【０１１６】
この静電荷像現像用トナーの夏場における帯電量と冬場における帯電量との比率（夏場帯
電量／冬場帯電量）としては、０．５～１．５の範囲が好ましく、０．７～１．３の範囲
がより好ましい。前記比率が、上記好ましい範囲外であると、トナーの環境依存性が強く
、帯電性の安定性に欠け、実用上好ましくないことがある。
【０１１７】
（静電荷像現像剤）
本発明に用いられる静電荷像現像剤は、前記静電荷像現像用トナーを含有する以外は特に
制限はなく、目的に応じて適宜の成分組成をとることができる。前記静電荷像現像剤は、
前述の静電荷像現像用トナーを単独で用いると一成分系の静電荷像現像剤として調製され
、また、キャリアと組み合わせて用いると二成分系の静電荷像現像剤として調製される。
【０１１８】
上記キャリアとしては、特に制限はなく、それ自体公知のキャリアが挙げられ、例えば、
特開昭６２－３９８７９号公報、特開昭５６－１１４６１号公報等に記載された樹脂被覆
キャリア等の公知のキャリア等を使用することができる。
【０１１９】
前記キャリアの具体例としては、以下の樹脂被覆キャリアが挙げられる。即ち、該キャリ
アの核体粒子としては、通常の鉄粉、フェライト、マグネタイト造型物などが挙げられ、
その平均粒径は３０～２００μｍ程度の範囲であることが好ましい。
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前記核体粒子の被覆樹脂としては、例えば、スチレン、パラクロロスチレン、α－メチル
スチレン等のスチレン類；アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸ｎ－プロピ
ル、アクリル酸ラウリル、アクリル酸２－エチルヘキシル、メタクリル酸メチル、メタク
リル酸、ｎ－プロピルメタクリル酸ラウリルメタクリル酸２―エチルヘキシル等のα－メ
チレン脂肪酸モノカルボン酸類；ジメチルアミノエチルメタクリレート等の含窒素アクリ
ル類；アクリロニトリル、メタクリロニトリル等のビニルニトリル類；２－ビニルピリジ
ン、４－ビニルピリジン等のビニルピリジン類；ビニルメチルエーテル、ビニルイソブチ
ルエーテル等のビニルエーテル類；ビニルメチルケトン、ビニルエチルケトン、ビニルイ
ソプロベニルケトン等のビニルケトン類；エチレン、プロピレン等のオレフィン類；弗化
ビニリデン、テトラフルオロエチレン、ヘキサフルオロエチレン等のビニル系フッ素含有
モノマー；等の単独重合体、又は２種類以上のモノマーからなる共重合体、
【０１２０】
また、メチルシリコーン、メチルフェニルシリコーン等のシリコーン類、ビスフェノール
、グリコール等を含有するポリエステル類、エポキシ樹脂、ポリウレタン樹脂、ポリアミ
ド樹脂、セルロース樹脂、ポリエーテル樹脂、ポリカーボネート樹脂等が挙げられる。こ
れらの樹脂は、１種単独で用いてもよいし、あるいは２種以上併用してもよい。
上記被覆樹脂の量としては、前記核体粒子に対して０．１～１０質量部程度の範囲である
ことが好ましく、０.５～３．０重量部の範囲がより好ましい。
【０１２１】
前記キャリアの製造には、加熱型ニーダー、加熱型ヘンシェルミキサー、ＵＭミキサーな
どを使用することができ、前記被覆樹脂の量によっては、加熱型流動転動床、加熱型キル
ンなどを使用することができる。
【０１２２】
前記静電荷像現像剤における静電荷像現像用トナーとキャリアとの混合比としては特に制
限はなく、目的に応じて適宜選択することができる。
【０１２３】
（画像形成方法における各工程）
前述のように、本発明の画像形成方法は、静電荷像担持体表面に静電荷像を形成する工程
と、静電荷像現像用トナーを用いて前記静電荷像を現像しトナー画像を形成する工程と、
前記トナー画像を被転写体表面に転写する工程と、記録媒体表面に転写されたトナー画像
を、表面が樹脂により被覆された加熱媒体に接触させることで溶融させ、記録媒体表面へ
定着させる工程と、を含む画像形成方法であって、前記静電荷像現像用トナー、加熱媒体
として、以上説明したトナー、加熱媒体が用いられるものである。
なお、本発明の画像形成方法は、プロセススピードとして１００～２５０ｍｍ／ｓｅｃの
範囲の画像形成装置に用いられることが好ましい。
【０１２４】
前記静電荷像を形成する工程とは、静電荷像担持体の表面を、帯電手段により一様に帯電
した後、レーザー光学系やＬＥＤアレイなどで静電荷像担持体に露光し、静電荷像を形成
する工程である。前記帯電手段としては、コロトロン、スコロトロンなどの非接触方式の
帯電器、及び、静電荷像担持体表面に接触させた導電性部材に電圧を印加することにより
、静電荷像担持体表面を帯電させる接触方式の帯電器が挙げられ、いかなる方式の帯電器
でもよい。しかし、オゾンの発生量が少なく、環境に優しく、かつ耐刷性に優れるという
効果を発揮するという観点から、接触帯電方式の帯電器が好ましい。前記接触帯電方式の
帯電器においては、導電性部材の形状はブラシ状、ブレード状、ピン電極状、ローラー状
等の何れでもよいが、ローラー状部材が好ましい。
本発明の画像形成方法は、静電荷像を形成する工程においてなんら特別の制限を受けるも
のではない。
【０１２５】
前記現像剤を用いて現像する工程とは、静電荷像担持体表面に、少なくともトナーを含む
現像剤層を表面に形成させた現像剤担持体を接触若しくは近接させて、前記静電荷像担持
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体表面の静電潜像にトナーの粒子を付着させ、静電荷像担持体表面にトナー画像を形成す
る工程である。現像方式は、既知の方式を用いて行うことができるが、本発明に用いられ
る２成分現像剤による現像方式としては、カスケード方式、磁気ブラシ方式などがある。
また、現像はいわゆる正規現像方式であっても、反転現像方式であってもよいが、反転現
像方式を用いることが好ましい。本発明の画像形成方法は、現像方式に関し、特に制限を
受けるものではない。
【０１２６】
前記転写する工程とは、静電荷像担持体表面に形成されたトナー画像を、被転写体に転写
して転写画像を形成する工程である。カラー画像形成の場合は、被転写体としての中間転
写ドラムまたはベルトに各色トナーを１次転写したのち、紙等の記録媒体に２次転写する
のが好ましい。
【０１２７】
感光体からのトナー画像を紙あるいは中間転写体に転写する転写装置としては、コロトロ
ンが利用できる。コロトロンは用紙を均一に帯電する手段としては有効であるが、記録媒
体である用紙に所定の電荷を与えるために、数ｋＶという高圧を印加しなければならず、
高圧電源を必要とする。また、コロナ放電によってオゾンが発生するため、ゴム部品や感
光体の劣化を引き起こすので、弾性材料からなる導電性の転写ロールを静電荷像担持体に
圧接して、用紙にトナー画像を転写する接触転写方式が好ましい。
本発明の画像形成方法においては、転写装置に関し、特に制限を受けるものではない。
【０１２８】
前記定着工程とは、記録媒体表面に転写されたトナー画像を定着装置にて定着する工程で
ある。定着装置としては、定着媒体としてヒートロールを用いる加熱定着装置が好ましく
用いられる。加熱定着装置は、円筒状芯金の内部に加熱用のヒータランプを備え、その外
周面に耐熱性樹脂被膜層あるいは耐熱性ゴム被膜層により、いわゆる離型層を形成した定
着ローラと、この定着ローラに対し圧接して配置され、円筒状芯金の外周面あるいはベル
ト状基材表面に耐熱弾性体層を形成した加圧ローラあるいは加圧ベルトと、で構成される
。未定着トナー画像の定着プロセスは、定着ローラと加圧ローラあるいは加圧ベルトとの
間に未定着トナー画像が形成された記録媒体を挿通させて、トナー中の結着樹脂、添加剤
等の熱溶融による定着を行う。定着温度は１６０℃以上が好ましく、より好ましくは１８
０℃程度に設定される。また、前記記録媒体の定着ニップ通過時間は、２０～１００ｍｓ
ｅｃの範囲であることが好ましい。
本発明の画像形成方法においては、定着方式については特に制限を受けるものではない。
【０１２９】
以上説明したように、本発明に用いる特定のトナーを使用することにより、トナーの加熱
媒体表面を被覆する樹脂に対する剥離性を維持したまま、使用可能な前記被覆樹脂材料等
の選択肢を広げ、低温定着性、加熱媒体の維持性を向上させることができる。
【０１３０】
【実施例】
以下、本発明を実施例により具体的に説明するが、本発明はこれらの実施例に何ら限定さ
れるものではない。
なお、以下において、「部」は質量部を意味する。
【０１３１】
まず、本発明の実施例、比較例で使用するトナー、現像剤、及び加熱媒体について説明す
る。
＜各種物性測定方法＞
下記において、トナーの平均粒径は、コールターカウンター（ベックマンコールター社製
：ＴＡ２型）を用いて測定した。また、樹脂粒子およびトナー粒子における樹脂のガラス
転移点は、示差走査熱量計（島津製作所社製：ＤＳＣ－５０）を用い、昇温速度３℃／分
の条件下で測定した。
【０１３２】
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また乳化重合凝集法における樹脂粒子、着色剤粒子、および離型剤粒子の平均粒径は、レ
ーザー回折式粒度分布測定装置（堀場製作所社製：ＬＡ－７００）を用いて測定した。ま
た、樹脂粒子およびトナー粒子における樹脂の分子量および分子量分布は、ゲルパーミエ
ションクロマトグラフィー（東ソー社製：ＨＬＣ－８１２０ＧＰＣ）を用いて測定した。
【０１３３】
また、貯蔵弾性率Ｇ’は粘弾性測定装置（レオメトリックサイエンティフィックＦＥ社製
：ＡＲＥＳ）を用い、静電荷像現像用トナーを錠剤に成形し、２０ｍｍφのパラレルプレ
ートにセットし、ノーマルフォースを０とした後に６.２８ｒａｄ／ｓｅｃの振動周波数
で振動を与えた。なお測定温度は１６０℃から２４０℃まで行ない、この時のひずみは０
．３％で測定した。測定時間インターバルは１２０秒、測定開始後の昇温速度は１℃／分
とし、１８０℃における貯蔵弾性率を採用した。
【０１３４】
加熱媒体表面の２５℃における水との接触角は、接触角計（協和界面科学社製：ＣＡ－Ｄ
)を用い、２５℃、５０％ＲＨの環境下で純水を定着ロール表面に滴下し、滴下した水滴
の幅が１.０ｍｍになった状態の接触角を求めた。なお測定は１０点で測定し、これらの
平均値を接触角とした。
【０１３５】
＜定着ロール（加熱媒体）の作製＞
－定着ロール（１）の作製－
フェノール樹脂（群栄化学社製：ＰＳ４１５２）１０部をエタノール（和光純薬社製：特
級）１４０部中に十分溶解させた後、ステンレスロール（直径：３５ｍｍ、長さ：３２０
ｍｍ、厚さ：２ｍｍ）の表面に定法により塗布した。これを１５０℃で２時間、恒温層内
に放置し、その後室温まで冷却することにより、厚さが２０μｍの被覆樹脂層を有する定
着ロール（１）を作製した。
上記定着ロール（１）表面の２５℃における水との接触角は７６°であった。
【０１３６】
－定着ロール（２）の作製－
フェノール樹脂（群栄化学社製：ＰＳ４１５２）１０部とシリコーンワニス（信越化学社
製：ＫＲ９７６０）１０部とを、エタノール（和光純薬社製：特級）１３０部中に十分溶
解させた後、ステンレスロール（直径：３５ｍｍ、長さ：３２０ｍｍ、厚さ：２ｍｍ）の
表面に定法により塗布した。これを１５０℃で２時間、恒温層内に放置し、その後室温ま
で冷却することにより、厚さが３０μｍの被覆樹脂層を有する定着ロール（２）を作製し
た。
上記定着ロール（２）表面の２５℃における水との接触角は９４°であった。
【０１３７】
－定着ロール（３）の作製－
フェノール樹脂（群栄化学社製：ＰＳ４１５２）１０部とポリビニルホルマール樹脂（チ
ッソ社製：ビニレックＫ）２部とを、ＴＨＦ（和光純薬社製：特級）１３８部中に十分溶
解させた後、ステンレスロール（直径：３５ｍｍ、長さ：３２０ｍｍ、厚さ：２ｍｍ）の
表面に定法により塗布した。これを１５０℃で２時間、恒温層内に放置し、その後室温ま
で冷却することにより、厚さが２５μｍの被覆樹脂層を有する定着ロール（３）を作製し
た。
上記定着ロール（３）表面の２５℃における水との接触角は６０°であった。
【０１３８】
－定着ロール（４）の作製－
　ポリフェニレンサルファイド樹脂（東レ社製）１００部をステンレスロール（直径：３
５ｍｍ、長さ：３２０ｍｍ、厚さ：２ｍｍ）の表面に定法により粉体塗装した。これによ
り、厚さが４０μｍの被覆樹脂層を有する定着ロール（４）を作製した。
　上記定着ロール（４）表面の２５℃における水との接触角は９０°であった。
【０１３９】
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－定着ロール（５）の作製－
シリコーン樹脂（信越化学社製：ＫＲ１１２）２０部をトルエン（和光純薬社製：特級）
１００部中に十分溶解させた後、ステンレスロール（直径：３５ｍｍ、長さ：３２０ｍｍ
、厚さ：２ｍｍ）の表面に定法により塗布した。これを２００℃で２時間、恒温層内に放
置し、その後室温まで冷却することにより、厚さが１５μｍの被覆樹脂層を有する定着ロ
ール（５）を作製した。
上記定着ロール（５）表面の２５℃における水との接触角は１１０°であった。
【０１４０】
－定着ロール（６）の作製－
フッ素樹脂樹脂（ダイキン工業社製：ゼッフルＧＫ）２０部を、ＴＨＦ（和光純薬社製：
特級）４０部中に十分溶解させた後、ステンレスロール（直径：３５ｍｍ、長さ：３２０
ｍｍ、厚さ：２ｍｍ）の表面に定法により塗布した。これを１００℃で１時間、恒温層内
に放置し、その後室温まで冷却することにより、厚さが３０μｍの被覆樹脂層を有する定
着ロール（６）を作製した。
上記定着ロール（６）表面の２５℃における水との接触角は１１６°であった。
【０１４１】
－定着ロール（７）の作製－
シクロヘキサノン樹脂（荒川化学社製：Ｋ９０）２０部とフェノール樹脂（群栄化学社製
：ＰＧ４１２１）５部とを、アセトン（和光純薬社製：特級）１００部中に十分溶解させ
た後、ステンレスロール（直径：３５ｍｍ、長さ：３２０ｍｍ、厚さ：２ｍｍ）の表面に
定法により塗布した。これを２００℃で２時間、恒温層内に放置し、その後室温まで冷却
することにより、厚さが２５μｍの被覆樹脂層を有する定着ロール（７）を作製した。
上記定着ロール（７）表面の２５℃における水との接触角は４０°であった。
【０１４２】
－定着ロール（８）の作製－
アルミニウム製のロール（直径３５ｍｍ、長さ：３２０、厚さ：２ｍｍ）をそのまま用い
た。これを定着ロール（８）とした。
上記定着ロール（８）表面の２５℃における水との接触角は４５°であった。
【０１４３】
＜静電荷像現像用トナーの作製＞
（各種分散液の調製）
－樹脂粒子分散液（１）の調製－
・スチレン　　　　　　　　　　　　　３０８部
・アクリル酸ブチル　　　　　　　　　　　　８９部
・アクリル酸２－エチルヘキシル　　　　　　３部
・アクリル酸　　　　　　　　　　　　　　　１０部
・ｔ－ドデシルメルカプタン　　　　　　　　１０部
・ヘキサンジオールジアクリレート　　　　　３部
【０１４４】
上記各成分（いずれも和光純薬（株）製）を混合し、溶解したものを、非イオン性界面活
性剤（三洋化成（株）製:ノニポール８.５）４部及びアニオン性界面活性剤（第一工業製
薬（株）製:ネオゲンＲＫ）８部をイオン交換水６００部に溶解したものに、フラスコ中
で分散し乳化させ、１０分間ゆっくりと混合しながら、これに過硫酸カリウム（和光純薬
（株）製）４部を溶解したイオン交換水５０部を投入し、窒素置換を行なった後、前記フ
ラスコ内を攪拌しながら内容物が７０℃になるまでオイルバスで加熱し、７時間そのまま
乳化重合を継続した。その後、この反応液を室温まで冷却し、樹脂粒子分散液（１）を調
製した。
【０１４５】
次いで、この樹脂粒子分散液（１）の一部を８０℃のオーブン上に放置して水分を除去し
、残留物の特性を測定したところ、平均粒径は１９８ｎｍ、ガラス転移点が５２℃、重量
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平均分子量Ｍｗが２８，０００であった。
【０１４６】
－樹脂粒子分散液（２）の調製－
・スチレン　　　　　　　　　　　　　２８０部
・アクリル酸ブチル　　　　　　　　　　　　１２０部
【０１４７】
上記成分（いずれも和光純薬（株）製）を混合し、溶解したものを、非イオン性界面活性
剤（三洋化成（株）製:ノニポール８.５）４部及びアニオン性界面活性剤（第一工業製薬
（株）製:ネオゲンＲＫ）８部をイオン交換水５８０部に溶解したものに、フラスコ中で
分散し乳化させ、１０分間ゆっくりと混合しながら、これに過硫酸カリウム（和光純薬（
株）製）０．４部を溶解したイオン交換水５０部を投入し、窒素置換を行なった後、前記
フラスコ内を攪拌しながら内容物が７０℃になるまでオイルバスで加熱し、７時間そのま
ま乳化重合を継続した。その後、この反応液を室温まで冷却し、樹脂粒子分散液（２）を
調製した。
【０１４８】
次いで、この樹脂粒子分散液（２）の一部を８０℃のオーブン上に放置して水分を除去し
、残留物の特性を測定したところ、平均粒径は１８８ｎｍ、ガラス転移点が５４℃、重量
平均分子量Ｍｗが７４４，０００であった。
【０１４９】
－樹脂粒子分散液（３）の調製－
・スチレン　　　　　　　　　　　　　３１０部
・アクリル酸ブチル　　　　　　　　　　　　８８部
・アクリル酸２－エチルヘキシル　　　　　　２部
・アクリル酸　　　　　　　　　　　　　　　５部
・ｔ－ドデシルメルカプタン　　　　　　　　１部
・オクタンジオールジアクリレート　　　　　５部
【０１５０】
上記各成分（いずれも和光純薬（株）製）を混合し、溶解したものを、非イオン性界面活
性剤（三洋化成（株）製:ノニポール８.５）４部及びアニオン性界面活性剤（第一工業製
薬（株）製:ネオゲンＲＫ）８部をイオン交換水６００部に溶解したものに、フラスコ中
で分散し乳化させ、１０分間ゆっくりと混合しながら、これに過硫酸カリウム（和光純薬
（株）製）１部を溶解したイオン交換水５０部を投入し、窒素置換を行なった後、前記フ
ラスコ内を攪拌しながら内容物が７０℃になるまでオイルバスで加熱し、７時間そのまま
乳化重合を継続した。その後、この反応液を室温まで冷却し、樹脂粒子分散液（３）を調
製した。
【０１５１】
次いで、この樹脂粒子分散液（３）の一部を８０℃のオーブン上に放置して水分を除去し
、残留物の特性を測定したところ、平均粒径は２２２ｎｍ、ガラス転移点が５３℃、重量
平均分子量Ｍｗが１７１，０００であった。
【０１５２】
－樹脂粒子分散液（４）の調製－
・スチレン　　　　　　　　　　　　　３３０部
・アクリル酸ブチル　　　　　　　　　　　　６６部
・アクリル酸２－エチルヘキシル　　　　　　４部
・アクリル酸　　　　　　　　　　　　　　　５部
・ｔ－ドデシルメルカプタン　　　　　　　　６部
・デカンジオールジアクリレート　　　　　　１２部
【０１５３】
上記各成分（いずれも和光純薬（株）製）を混合し、溶解したものを、非イオン性界面活
性剤（三洋化成（株）製:ノニポール８.５）４部及びアニオン性界面活性剤（第一工業製
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薬（株）製:ネオゲンＲＫ）８部をイオン交換水６００部に溶解したものに、フラスコ中
で分散し乳化させ、１０分間ゆっくりと混合しながら、これに過硫酸カリウム（和光純薬
（株）製）１部を溶解したイオン交換水５０部を投入し、窒素置換を行なった後、前記フ
ラスコ内を攪拌しながら内容物が７０℃になるまでオイルバスで加熱し、７時間そのまま
乳化重合を継続した。その後、この反応液を室温まで冷却し、樹脂粒子分散液（４）を調
製した。
【０１５４】
次いで、この樹脂粒子分散液（４）の一部を８０℃のオーブン上に放置して水分を除去し
、残留物の特性を測定したところ、平均粒径は２３５ｎｍ、ガラス転移点が５７℃、溶剤
可溶分の重量平均分子量Ｍｗが６２,０００であり、溶剤不溶分が確認された。
【０１５５】
－樹脂粒子分散液（５）の調製－
・スチレン　　　　　　　　　　　　　３０８部
・アクリル酸ブチル　　　　　　　　　　　　８９部
・アクリル酸２－エチルヘキシル　　　　　　３部
・ｔ－ドデシルメルカプタン　　　　　　　　１０部
・ヘキサンジオールジアクリレート　　　　　３部
【０１５６】
上記各成分（いずれも和光純薬（株）製）を混合し、溶解したものを、非イオン性界面活
性剤（三洋化成（株）製:ノニポール８.５）４部及びアニオン性界面活性剤（第一工業製
薬（株）製:ネオゲンＲＫ）８部をイオン交換水６００部に溶解したものに、フラスコ中
で分散し乳化させ、１０分間ゆっくりと混合しながら、これに過硫酸カリウム（和光純薬
（株）製）４部を溶解したイオン交換水５０部を投入し、窒素置換を行なった後、前記フ
ラスコ内を攪拌しながら内容物が７０℃になるまでオイルバスで加熱し、７時間そのまま
乳化重合を継続した。その後、この反応液を室温まで冷却し、樹脂粒子分散液（５）を調
製した。
【０１５７】
次いで、この樹脂粒子分散液（５）の一部を８０℃のオーブン上に放置して水分を除去し
、残留物の特性を測定したところ、平均粒径は２０２ｎｍ、ガラス転移点が５２℃、重量
平均分子量が２７，０００であった。
【０１５８】
（着色剤分散液の調製）
－着色剤分散液（１）の調製－
・カーボンブラック（キャボット社製：リーガル３３０）　　　　５０部
・アニオン界面活性剤（第一工業製薬（株）社製：ネオゲンＲＫ）　　　１．０部
・イオン交換水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５０部
【０１５９】
以上を混合し、溶解させた後、ホモジナイザー（ＩＫＡ社製:ウルトラタラックス）を用
いて分散し、着色剤（カーボンブラック）を分散させてなる着色剤分散液（１）を調製し
た。
【０１６０】
－着色剤分散液（２）の調製－
・フタロシアニン顔料（大日精化（株）製：ＰＶ ＦＡＳＴ ＢＬＵＥ）　５０部
・アニオン界面活性剤（第一工業製薬（株）社製：ネオゲンＲＫ）　　　１．０部
・イオン交換水　　　　　　　　　　　　　　　　　１５０部
【０１６１】
以上を混合し、溶解させた後、ホモジナイザー（ＩＫＡ社製：ウルトラタラックス）を用
いて分散し、着色剤（フタロシアニン顔料）を分散させてなる着色剤分散液（２）を調製
した。
【０１６２】
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－着色剤分散液（３）の調製－
・マゼンタ顔料（大日精化（株）製：ＰＲ１２２）　　　　　　　５０部
・アニオン界面活性剤（第一工業製薬（株）社製：ネオゲンＲＫ）　　　１．０部
・イオン交換水　　　　　　　　　　　　　　　　　１５０部
【０１６３】
以上を混合し、溶解させた後、ホモジナイザー（ＩＫＡ社製:ウルトラタラックス）を用
いて分散し、着色剤（マゼンタ顔料）を分散させてなる着色剤分散液（３）を調製した。
【０１６４】
－着色剤分散液（４）の調製－
・イエロー顔料（クラリアントジャパン社製：ＰＹ１８０）　　　　　　５０部
・アニオン界面活性剤（第一工業製薬（株）社製：ネオゲンＲＫ）　　　１．０部
・イオン交換水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５０部
【０１６５】
以上を混合し、溶解させた後、ホモジナイザー（ＩＫＡ社製:ウルトラタラックス）を用
いて分散し、着色剤（イエロ－顔料）を分散させてなる着色剤分散液（４）を調製した。
【０１６６】
（離型剤分散液の調製）
－離型剤分散液（１）の調製－
・パラフィンワックス（日本精蝋社製：ＨＮＰ－１２、融点：６７℃）　８０部
・アニオン界面活性剤（第一工業製薬（株）社製：ネオゲンＲＫ）　　　１．０部
・イオン交換水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２０部
【０１６７】
以上を混合し、８５℃に溶解させた後、ホモジナイザー（ＩＫＡ社製:ウルトラタラック
ス）を用いて分散し、パラフィンワックスを分散させてなる離型剤分散液（１）を調製し
た。
【０１６８】
－離型剤分散液（２）の調製－
・ソルビタントリベヘネート（理研ビタミン社製、融点：７０℃）　８０部
・アニオン界面活性剤（第一工業製薬（株）製：ネオゲンＲＫ）　１．０部
・イオン交換水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２０部
【０１６９】
以上を混合し、８５℃に溶解させた後、ホモジナイザー（ＩＫＡ社製:ウルトラタラック
ス）を用いて分散し、ポリエチレンワックスを分散させてなる離型剤分散液（２）を調製
した。
【０１７０】
－離型剤分散液（３）の調製－
・プロピレングリコールラウレート（理研ビタミン社製、融点：３３℃）８０部
・アニオン界面活性剤（第一工業製薬（株）社製：ネオゲンＲＫ）　　　１．０部
・イオン交換水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２０部
【０１７１】
以上を混合し、９５℃に溶解させた後、ホモジナイザー（ＩＫＡ社製:ウルトラタラック
ス）を用いて分散し、ポリエチレンワックスを分散させてなる離型剤分散液（３）を調製
した。
【０１７２】
以上を混合し、８５℃に溶解させた後、ホモジナイザー（ＩＫＡ社製:ウルトラタラック
ス）を用いて分散し、ポリエチレンワックスを分散させてなる離型剤分散液（２）を調製
した。
【０１７３】
（トナーの作製）
－静電潜像現像用トナー（１）の作製－
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[凝集工程]
・樹脂粒子分散液（１）　　　　　　　　　　１５０部
・樹脂粒子分散液（２）　　　　　　　　　　１００部
・着色剤分散液（１）　　　　　　　　４０部
・離型剤粒子分散液（１）　　　　　　１００部
・イオン交換水　　　　　　　　　　　９２０部
・硫酸アルミニウム（和光純薬（株）製）　６部
【０１７４】
以上を丸型ステンレス製フラスコ中に収容させ、ホモジナイザー（ＩＫＡ社製：ウルトラ
タラックスＴ５０）を用いて分散させた後、容器内のｐＨを２．６に調整して、加熱用オ
イルバス中で４９℃まで攪拌しながら加熱した。４９℃で３０分間保持した後、光学顕微
鏡にて観察すると、平均粒径が約５．０μｍである凝集粒子が形成されていることが確認
された。この凝集粒子分散液中に、樹脂粒子分散液（１）を緩やかに１２５部追加し、さ
らに４９℃で６０分間、ｐＨを２．６に維持して加熱攪拌を保持した後、光学顕微鏡にて
観察すると、平均粒径が約５．４μｍである凝集粒子が形成されていることが確認された
。
【０１７５】
[融合工程]
この凝集粒子分散液のｐＨは２．７であった。そこで水酸化ナトリウム（和光純薬社製）
を０．５質量％に希釈した水溶液を穏やかに添加し、ｐＨを４．８に調整した後、攪拌を
継続しながら９６℃まで加熱し、５時間保持した。その後、容器内のｐＨを約７に調整し
、反応生成物をろ過し、５００部のイオン交換水で４回洗浄した後、真空乾燥機を用いて
乾燥させることによりトナー粒子（１）を得た。
得られたトナー粒子（１）の体積平均粒径は５．５μｍ、形状係数ＳＦ１は１３６、Ｍｗ
は１７２０００、Ｍｗ／Ｍｎは５．３であった。また、１８０℃における貯蔵弾性率（Ｇ
’（１８０））は５．５×１０3Ｐａであった。
【０１７６】
得られたトナー粒子（１）１００部に対して、疎水性酸化チタン（日本アエロジル社製：
Ｔ８０５、平均粒径：０．０２１μｍ）２部および疎水性シリカ（日本アエロジル社製：
ＲＸ５０、平均粒径：０．０４０μｍ）１０部を外添し、ヘンシェルミキサーを用いて混
合することにより、静電荷像現像用トナー（１）を得た。
【０１７７】
－静電荷像現像用トナー（２）の作製－
[凝集工程]
・樹脂粒子分散液（１）　　　　　　　　　　１５０部
・樹脂粒子分散液（２）　　　　　　　　　　１００部
・着色剤分散液（２）　　　　　　　　４０部
・離型剤粒子分散液（１）　　　　　　　　　１００部
・イオン交換水　　　　　　　　　　　９２０部
・硫酸アルミニウム（和光純薬（株）製）　６．５部
【０１７８】
以上を丸型ステンレス製フラスコ中に収容させ、ホモジナイザー（ＩＫＡ社製：ウルトラ
タラックスＴ５０）を用いて分散させた後、容器内のｐＨを２．６に調整して、加熱用オ
イルバス中で４９℃まで攪拌しながら加熱した。４９℃で３０分間保持した後、光学顕微
鏡にて観察すると、平均粒径が約５．５μｍである凝集粒子が形成されていることが確認
された。この凝集粒子分散液中に、樹脂粒子分散液（１）を緩やかに１２５部追加し、さ
らに４９℃で６０分間、ｐＨを２．６に維持して加熱攪拌を保持した後、光学顕微鏡にて
観察すると、平均粒径が約５．９μｍである凝集粒子が形成されていることが確認された
。
【０１７９】
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[融合工程]
この凝集粒子分散液のｐＨは２．７であった。そこで水酸化ナトリウム（和光純薬社製）
を０．５質量％に希釈した水溶液を穏やかに添加し、ｐＨを４．８に調整した後、攪拌を
継続しながら９６℃まで加熱し、５時間保持した。その後、容器内のｐＨを約７に調整し
、反応生成物をろ過し、５００部のイオン交換水で４回洗浄した後、真空乾燥機を用いて
乾燥させることによりトナー粒子（２）を得た。
得られたトナー粒子（２）の体積平均粒径は６．０μｍ、形状係数ＳＦ１は１３８、Ｍｗ
は１７０，０００、Ｍｗ／Ｍｎは５．３であった。また、１８０℃における貯蔵弾性率（
Ｇ’（１８０））は６．１×１０3Ｐａであった。
【０１８０】
得られたトナー粒子（２）１００部に対して、疎水性酸化チタン（日本アエロジル社製：
Ｔ８０５、平均粒径：０．０２１μｍ）２部および疎水性シリカ（日本アエロジル社製：
ＲＸ５０、平均粒径：０．０４０μｍ）１０部を外添し、ヘンシェルミキサーを用いて混
合することにより、静電荷像現像用トナー（２）を得た。
【０１８１】
－静電荷像現像用トナー（３）の作製－
[凝集工程]
・樹脂粒子分散液（１）　　　　　　　　　　１５０部
・樹脂粒子分散液（２）　　　　　　　　　　１００部
・着色剤分散液（３）　　　　　　　　４０部
・離型剤粒子分散液（１）　　　　　　　　　１００部
・イオン交換水　　　　　　　　　　　９２０部
・硫酸アルミニウム（和光純薬（株）製）　５．２部
【０１８２】
以上を丸型ステンレス製フラスコ中に収容させ、ホモジナイザー（ＩＫＡ社製：ウルトラ
タラックスＴ５０）を用いて分散させた後、容器内のｐＨを２．６に調整して、加熱用オ
イルバス中で４９℃まで攪拌しながら加熱した。４９℃で３０分間保持した後、光学顕微
鏡にて観察すると、平均粒径が約５．４μｍである凝集粒子が形成されていることが確認
された。この凝集粒子分散液中に、樹脂粒子分散液（１）を緩やかに１２５部追加し、さ
らに４９℃で６０分間、ｐＨを２．６に維持して加熱攪拌を保持した後、光学顕微鏡にて
観察すると、平均粒径が約５．７μｍである凝集粒子が形成されていることが確認された
。
【０１８３】
[融合工程]
この凝集粒子分散液のｐＨは２．６であった。そこで水酸化ナトリウム（和光純薬社製）
を０．５質量％に希釈した水溶液を穏やかに添加し、ｐＨを４．８に調整した後、攪拌を
継続しながら９６℃まで加熱し、５時間保持した。その後、容器内のｐＨを約７に調整し
、反応生成物をろ過し、５００部のイオン交換水で４回洗浄した後、真空乾燥機を用いて
乾燥させることによりトナー粒子（２）を得た。
得られたトナー粒子（２）の体積平均粒径は５．９μｍ、形状係数ＳＦ１は１３２、Ｍｗ
は１７０，０００、Ｍｗ／Ｍｎは５．３であった。また、１８０℃における貯蔵弾性率（
Ｇ’（１８０））は３．２×１０3Ｐａであった。
【０１８４】
得られたトナー粒子（３）１００部に対して、疎水性酸化チタン（日本アエロジル社製：
Ｔ８０５、平均粒径：０．０２１μｍ）２部および疎水性シリカ（日本アエロジル社製：
ＲＸ５０、平均粒径：０．０４０μｍ）１０部を外添し、ヘンシェルミキサーを用いて混
合することにより、静電荷像現像用トナー（３）を得た。
【０１８５】
－静電荷像現像用トナー（４）の作製－
[凝集工程]



(27) JP 4103692 B2 2008.6.18

10

20

30

40

50

・樹脂粒子分散液（１）　　　　　　　　　　１５０部
・樹脂粒子分散液（２）　　　　　　　　　　１００部
・着色剤分散液（４）　　　　　　　　４０部
・離型剤粒子分散液（１）　　　　　　　　　１００部
・イオン交換水　　　　　　　　　　　９２０部
・硫酸アルミニウム（和光純薬（株）製）　５．４部
【０１８６】
以上を丸型ステンレス製フラスコ中に収容させ、ホモジナイザー（ＩＫＡ社製：ウルトラ
タラックスＴ５０）を用いて分散させた後、容器内のｐＨを２．６に調整して、加熱用オ
イルバス中で４９℃まで攪拌しながら加熱した。４９℃で３０分間保持した後、光学顕微
鏡にて観察すると、平均粒径が約５．０μｍである凝集粒子が形成されていることが確認
された。この凝集粒子分散液中に、樹脂粒子分散液（１）を緩やかに１２５部追加し、さ
らに４９℃で６０分間、ｐＨを２．６に維持して加熱攪拌を保持した後、光学顕微鏡にて
観察すると、平均粒径が約５．６μｍである凝集粒子が形成されていることが確認された
。
【０１８７】
[融合工程]
この凝集粒子分散液のｐＨは２．７であった。そこで水酸化ナトリウム（和光純薬社製）
を０．５質量％に希釈した水溶液を穏やかに添加し、ｐＨを４．８に調整した後、攪拌を
継続しながら９６℃まで加熱し、５時間保持した。その後、容器内のｐＨを約７に調整し
、反応生成物をろ過し、５００部のイオン交換水で４回洗浄した後、真空乾燥機を用いて
乾燥させることによりトナー粒子（４）を得た。
得られたトナー粒子（４）の体積平均粒径は５．７μｍ、形状係数ＳＦ１は１３６、Ｍｗ
は１７３０００、Ｍｗ／Ｍｎは５．３であった。また、１８０℃における貯蔵弾性率（Ｇ
’（１８０））は４．２×１０3Ｐａであった。
【０１８８】
得られたトナー粒子（４）１００部に対して、疎水性酸化チタン（日本アエロジル社製：
Ｔ８０５、平均粒径：０．０２１μｍ）２部および疎水性シリカ（日本アエロジル社製：
ＲＸ５０、平均粒径：０．０４０μｍ）１０部を外添し、ヘンシェルミキサーを用いて混
合することにより、静電荷像現像用トナー（４）を得た。
【０１８９】
－静電荷像現像用トナー（５）の作製－
[凝集工程]
・樹脂粒子分散液（１）　　　　　　　　　　１００部
・樹脂粒子分散液（２）　　　　　　　　　　１５０部
・着色剤分散液（１）　　　　　　　　４０部
・離型剤粒子分散液（１）　　　　　　　　　１００部
・イオン交換水　　　　　　　　　　　９２０部
・硫酸アルミニウム（和光純薬（株）製）　７．６部
【０１９０】
以上を丸型ステンレス製フラスコ中に収容させ、ホモジナイザー（ＩＫＡ社製：ウルトラ
タラックスＴ５０）を用いて分散させた後、容器内のｐＨを２．６に調整して、加熱用オ
イルバス中で４９℃まで攪拌しながら加熱した。４９℃で３０分間保持した後、光学顕微
鏡にて観察すると、平均粒径が約６．８μｍである凝集粒子が形成されていることが確認
された。この凝集粒子分散液中に、樹脂粒子分散液（１）を緩やかに１２５部追加し、さ
らに４９℃で６０分間、ｐＨを２．６に維持して加熱攪拌を保持した後、光学顕微鏡にて
観察すると、平均粒径が約７．２μｍである凝集粒子が形成されていることが確認された
。
【０１９１】
[融合工程]
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この凝集粒子分散液のｐＨは２．７であった。そこで水酸化ナトリウム（和光純薬社製）
を０．５質量％に希釈した水溶液を穏やかに添加し、ｐＨを４．０に調整した後、攪拌を
継続しながら９６℃まで加熱し、５時間保持した。その後、容器内のｐＨを約７に調整し
、反応生成物をろ過し、５００部のイオン交換水で４回洗浄した後、真空乾燥機を用いて
乾燥させることによりトナー粒子（５）を得た。
得られたトナー粒子（５）の体積平均粒径は８．０μｍ、形状係数ＳＦ１は１４４、Ｍｗ
は２０７０００、Ｍｗ／Ｍｎは５．５であった。また、１８０℃における貯蔵弾性率（Ｇ
’（１８０））は７．７×１０3Ｐａであった。
【０１９２】
得られたトナー粒子（５）１００部に対して、疎水性酸化チタン（日本アエロジル社製：
Ｔ８０５、平均粒径：０．０２１μｍ）２部および疎水性シリカ（日本アエロジル社製：
ＲＸ５０、平均粒径：０．０４０μｍ）１０部を外添し、ヘンシェルミキサーを用いて混
合することにより、静電荷像現像用トナー（５）を得た。
【０１９３】
－静電荷像現像用トナー（６）の作製－
[凝集工程]
・樹脂粒子分散液（１）　　　　　　　　　　２１０部
・樹脂粒子分散液（２）　　　　　　　　　　４０部
・着色剤分散液（１）　　　　　　　　４０部
・離型剤粒子分散液（２）　　　　　　　　　１００部
・イオン交換水　　　　　　　　　　　９２０部
・硫酸アルミニウム（和光純薬（株）製）　７．５部
【０１９４】
以上を丸型ステンレス製フラスコ中に収容させ、ホモジナイザー（ＩＫＡ社製：ウルトラ
タラックスＴ５０）を用いて分散させた後、容器内のｐＨを２．６に調整して、加熱用オ
イルバス中で４９℃まで攪拌しながら加熱した。４９℃で３０分間保持した後、光学顕微
鏡にて観察すると、平均粒径が約５．７μｍである凝集粒子が形成されていることが確認
された。この凝集粒子分散液中に、樹脂粒子分散液（１）を緩やかに１２５部追加し、さ
らに４９℃で６０分間、ｐＨを２．６に維持して加熱攪拌を保持した後、光学顕微鏡にて
観察すると、平均粒径が約６．２μｍである凝集粒子が形成されていることが確認された
。
【０１９５】
[融合工程]
この凝集粒子分散液のｐＨは２．７であった。そこで水酸化ナトリウム（和光純薬社製）
を０．５質量％に希釈した水溶液を穏やかに添加し、ｐＨを５．０に調整した後、攪拌を
継続しながら９６℃まで加熱し、５時間保持した。その後、容器内のｐＨを約７に調整し
、反応生成物をろ過し、５００部のイオン交換水で４回洗浄した後、真空乾燥機を用いて
乾燥させることによりトナー粒子（６）を得た。
得られたトナー粒子（６）の体積平均粒径は７．４μｍ、形状係数ＳＦ１は１２１、Ｍｗ
は１０６０００、Ｍｗ／Ｍｎは４．７であった。また、１８０℃における貯蔵弾性率（Ｇ
’（１８０））は１．５×１０3Ｐａであった。
【０１９６】
得られたトナー粒子（６）１００部に対して、疎水性酸化チタン（日本アエロジル社製：
Ｔ８０５、平均粒径：０．０２１μｍ）２部および疎水性シリカ（日本アエロジル社製：
ＲＸ５０、平均粒径：０．０４０μｍ）１０部を外添し、ヘンシェルミキサーを用いて混
合することにより、静電荷像現像用トナー（６）を得た。
【０１９７】
－静電荷像現像用トナー（７）の作製－
[凝集工程]
・樹脂粒子分散液（３）　　　　　　　　　　２５０部
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・着色剤分散液（１）　　　　　　　　４０部
・離型剤粒子分散液（１）　　　　　　　　　１００部
・イオン交換水　　　　　　　　　　　９２０部
・硫酸アルミニウム（和光純薬（株）製）　６．０部
【０１９８】
以上を丸型ステンレス製フラスコ中に収容させ、ホモジナイザー（ＩＫＡ社製：ウルトラ
タラックスＴ５０）を用いて分散させた後、容器内のｐＨを２．６に調整して、加熱用オ
イルバス中で４９℃まで攪拌しながら加熱した。４９℃で３０分間保持した後、光学顕微
鏡にて観察すると、平均粒径が約５．０μｍである凝集粒子が形成されていることが確認
された。この凝集粒子分散液中に、樹脂粒子分散液（３）を緩やかに１２５部追加し、さ
らに４９℃で６０分間、ｐＨを２．６に維持して加熱攪拌を保持した後、光学顕微鏡にて
観察すると、平均粒径が約５．３μｍである凝集粒子が形成されていることが確認された
。
【０１９９】
[融合工程]
この凝集粒子分散液のｐＨは２．７であった。そこで水酸化ナトリウム（和光純薬社製）
を０．５質量％に希釈した水溶液を穏やかに添加し、ｐＨを４．４に調整した後、攪拌を
継続しながら９６℃まで加熱し、５時間保持した。その後、容器内のｐＨを約７に調整し
、反応生成物をろ過し、５００部のイオン交換水で４回洗浄した後、真空乾燥機を用いて
乾燥させることによりトナー粒子（７）を得た。
得られたトナー粒子（７）の体積平均粒径は５．７μｍ、形状係数ＳＦ１は１３８、Ｍｗ
は１７１０００、Ｍｗ／Ｍｎは５．３であった。また、１８０℃における貯蔵弾性率（Ｇ
’（１８０））は４．５×１０3Ｐａであった。
【０２００】
得られたトナー粒子（７）１００部に対して、疎水性酸化チタン（日本アエロジル社製：
Ｔ８０５、平均粒：径０．０２１μｍ）２部および疎水性シリカ（日本アエロジル社製：
ＲＸ５０、平均粒径：０．０４０μｍ）１０部を外添し、ヘンシェルミキサーを用いて混
合することにより、静電荷像現像用トナー（７）を得た。
【０２０１】
－静電荷像現像用トナー（８）の作製－
[凝集工程]
・樹脂粒子分散液（４）　　　　　　　　　　２５０部
・着色剤分散液（１）　　　　　　　　４０部
・離型剤粒子分散液（１）　　　　　　　　　１００部
・イオン交換水　　　　　　　　　　　９２０部
・硫酸アルミニウム（和光純薬（株）製）　６．５部
【０２０２】
以上を丸型ステンレス製フラスコ中に収容させ、ホモジナイザー（ＩＫＡ社製：ウルトラ
タラックスＴ５０）を用いて分散させた後、容器内のｐＨを２．６に調整して、加熱用オ
イルバス中で４９℃まで攪拌しながら加熱した。４９℃で３０分間保持した後、光学顕微
鏡にて観察すると、平均粒径が約４．９μｍである凝集粒子が形成されていることが確認
された。この凝集粒子分散液中に、樹脂粒子分散液（４）を緩やかに１２５部追加し、さ
らに４９℃で６０分間、ｐＨを２．６に維持して加熱攪拌を保持した後、光学顕微鏡にて
観察すると、平均粒径が約５．５μｍである凝集粒子が形成されていることが確認された
。
【０２０３】
[融合工程]
この凝集粒子分散液のｐＨは２．７であった。そこで水酸化ナトリウム（和光純薬社製）
を０．５質量％に希釈した水溶液を穏やかに添加し、ｐＨを４．１に調整した後、攪拌を
継続しながら９６℃まで加熱し、５時間保持した。その後、容器内のｐＨを約７に調整し
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、反応生成物をろ過し、５００部のイオン交換水で４回洗浄した後、真空乾燥機を用いて
乾燥させることによりトナー粒子（８）を得た。
得られたトナー粒子（８）の体積平均粒径は５．７μｍ、形状係数ＳＦ１は１４１、可溶
分のＭｗは６２０００、Ｍｗ／Ｍｎは５．６であった。また、１８０℃における貯蔵弾性
率（Ｇ’（１８０））は６．２×１０3Ｐａであった。
【０２０４】
得られたトナー粒子（８）１００部に対して、疎水性酸化チタン（日本アエロジル社製：
Ｔ８０５、平均粒径：０．０２１μｍ）２部および疎水性シリカ（日本アエロジル社製：
ＲＸ５０、平均粒径：０．０４０μｍ）１０部を外添し、ヘンシェルミキサーを用いて混
合することにより、静電荷像現像用トナー（８）を得た。
【０２０５】
－静電荷像現像用トナー（９）の作製－
[凝集工程]
・樹脂粒子分散液（１）　　　　　　　　　　１００部
・樹脂粒子分散液（２）　　　　　　　　　　５０部
・着色剤分散液（１）　　　　　　　　４０部
・離型剤粒子分散液（１）　　　　　　　　　２２５部
・イオン交換水　　　　　　　　　　　９２０部
・硫酸アルミニウム（和光純薬（株）製）　６．０部
【０２０６】
以上を丸型ステンレス製フラスコ中に収容させ、ホモジナイザー（ＩＫＡ社製：ウルトラ
タラックスＴ５０）を用いて分散させた後、容器内のｐＨを２．６に調整して、加熱用オ
イルバス中で４９℃まで攪拌しながら加熱した。４９℃で３０分間保持した後、光学顕微
鏡にて観察すると、平均粒径が約５．２μｍである凝集粒子が形成されていることが確認
された。この凝集粒子分散液中に、樹脂粒子分散液（１）を緩やかに５０部追加し、さら
に４９℃で６０分間、ｐＨを２．６に維持して加熱攪拌を保持した後、光学顕微鏡にて観
察すると、平均粒径が約５．９μｍである凝集粒子が形成されていることが確認された。
【０２０７】
[融合工程]
この凝集粒子分散液のｐＨは２．７であった。そこで水酸化ナトリウム（和光純薬社製）
を０．５質量％に希釈した水溶液を穏やかに添加し、ｐＨを４．２に調整した後、攪拌を
継続しながら９６℃まで加熱し、８時間保持した。その後、容器内のｐＨを約７に調整し
、反応生成物をろ過し、５００部のイオン交換水で４回洗浄した後、真空乾燥機を用いて
乾燥させることによりトナー粒子（９）を得た。
得られたトナー粒子（９）の体積平均粒径は６．７μｍ、形状係数ＳＦ１は１４２、可溶
分のＭｗは１７１０００、Ｍｗ／Ｍｎは５．３であった。また、１８０℃における貯蔵弾
性率（Ｇ’（１８０））は７．１×１０3Ｐａであった。
【０２０８】
得られたトナー粒子（９）１００部に対して、疎水性酸化チタン（日本アエロジル社製：
Ｔ８０５、平均粒径：０．０２１μｍ）２部および疎水性シリカ（日本アエロジル社製：
ＲＸ５０、平均粒径：０．０４０μｍ）１０部を外添し、ヘンシェルミキサーを用いて混
合することにより、静電荷像現像用トナー（９）を得た。
【０２０９】
－静電荷像現像用トナー（１０）の作製－
[凝集工程]
・樹脂粒子分散液（１）　　　　　　　　　　３１０部
・樹脂粒子分散液（２）　　　　　　　　　　１００部
・着色剤分散液（１）　　　　　　　　４０部
・離型剤粒子分散液（１）　　　　　　　　　２．５部
・イオン交換水　　　　　　　　　　　９２０部
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・硫酸アルミニウム（和光純薬（株）製）　５．０部
【０２１０】
以上を丸型ステンレス製フラスコ中に収容させ、ホモジナイザー（ＩＫＡ社製：ウルトラ
タラックスＴ５０）を用いて分散させた後、容器内のｐＨを２．６に調整して、加熱用オ
イルバス中で４９℃まで攪拌しながら加熱した。４９℃で３０分間保持した後、光学顕微
鏡にて観察すると、平均粒径が約４．８μｍである凝集粒子が形成されていることが確認
された。この凝集粒子分散液中に、樹脂粒子分散液（１）を緩やかに１２５部追加し、さ
らに４９℃で３０分間、ｐＨを２．６に維持して加熱攪拌を保持した後、光学顕微鏡にて
観察すると、平均粒径が約５．５μｍである凝集粒子が形成されていることが確認された
。
【０２１１】
[融合工程]
この凝集粒子分散液のｐＨは２．７であった。そこで水酸化ナトリウム（和光純薬社製）
を０．５質量％に希釈した水溶液を穏やかに添加し、ｐＨを４．２に調整した後、攪拌を
継続しながら９６℃まで加熱し、５時間保持した。その後、容器内のｐＨを約７に調整し
、反応生成物をろ過し、５００部のイオン交換水で４回洗浄した後、真空乾燥機を用いて
乾燥させることによりトナー粒子（１０）を得た。
得られたトナー粒子（１０）の体積平均粒径は５．７μｍ、形状係数ＳＦ１は１２６、可
溶分のＭｗは１７２０００、Ｍｗ／Ｍｎは５．３であった。また、１８０℃における貯蔵
弾性率（Ｇ’（１８０））は２．２×１０3Ｐａであった。
【０２１２】
得られたトナー粒子（１０）１００部に対して、疎水性酸化チタン（日本アエロジル社製
：Ｔ８０５、平均粒径：０．０２１μｍ）２部および疎水性シリカ（日本アエロジル社製
：ＲＸ５０、平均粒径：０．０４０μｍ）１０部を外添し、ヘンシェルミキサーを用いて
混合することにより、静電荷像現像用トナー（１０）を得た。
【０２１３】
－静電荷像現像用トナー（１１）の作製－
[凝集工程]
・樹脂粒子分散液（１）　　　　　　　　　　　　　１５０部
・樹脂粒子分散液（２）　　　　　　　　　　　　　１００部
・着色剤分散液（１）　　　　　　　　　　　４０部
・イオン交換水　　　　　　　　　　　　　　９２０部
・硫酸アルミニウム（和光純薬（株）製）　　　　　６．０部
・離型剤エマルション（三井化学社製、融点、１１０℃）　１００部
【０２１４】
以上を丸型ステンレス製フラスコ中に収容させ、ホモジナイザー（ＩＫＡ社製：ウルトラ
タラックスＴ５０）を用いて分散させた後、容器内のｐＨを２．６に調整して、加熱用オ
イルバス中で４９℃まで攪拌しながら加熱した。４９℃で３０分間保持した後、光学顕微
鏡にて観察すると、平均粒径が約４．９μｍである凝集粒子が形成されていることが確認
された。この凝集粒子分散液中に、前記樹脂粒子分散液（４）を緩やかに１２５部追加し
、さらに４９℃で６０分間、ｐＨを２．６に維持して加熱攪拌を保持した後、光学顕微鏡
にて観察すると、平均粒径が約５．４μｍである凝集粒子が形成されていることが確認さ
れた。
【０２１５】
[融合工程]
この凝集粒子分散液のｐＨは２．７であった。そこで水酸化ナトリウム（和光純薬社製）
を０．５質量％に希釈した水溶液を穏やかに添加し、ｐＨを４．８に調整した後、攪拌を
継続しながら９６℃まで加熱し、５時間保持した。その後、容器内のｐＨを約７に調整し
、反応生成物をろ過し、５００部のイオン交換水で４回洗浄した後、真空乾燥機を用いて
乾燥させることによりトナー粒子（１１）を得た。
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得られたトナー粒子（１１）の体積平均粒径は５．６μｍ、形状係数ＳＦ１は１４２、可
溶分のＭｗは１７２０００、Ｍｗ／Ｍｎは５．４であった。また、１８０℃における貯蔵
弾性率（Ｇ’（１８０））は６．６×１０3Ｐａであった。
【０２１６】
得られたトナー粒子（１１）１００部に対して、疎水性酸化チタン（日本アエロジル社製
：Ｔ８０５、平均粒径：０．０２１μｍ）２部および疎水性シリカ（日本アエロジル社製
：ＲＸ５０、平均粒径：０．０４０μｍ）１０部を外添し、ヘンシェルミキサーを用いて
混合することにより、静電荷像現像用トナー（１１）を得た。
【０２１７】
－静電荷像現像用トナー（１２）の作製－
[凝集工程]
・樹脂粒子分散液（１）　　　　　　　　　　１５０部
・樹脂粒子分散液（２）　　　　　　　　　　１００部
・着色剤分散液（１）　　　　　　　　４０部
・離型剤粒子分散液（３）　　　　　　　　　１００部
・イオン交換水　　　　　　　　　　　９２０部
・硫酸アルミニウム（和光純薬（株）製）　５．０部
【０２１８】
以上を丸型ステンレス製フラスコ中に収容させ、ホモジナイザー（ＩＫＡ社製：ウルトラ
タラックスＴ５０）を用いて分散させた後、容器内のｐＨを２．６に調整して、加熱用オ
イルバス中で４９℃まで攪拌しながら加熱した。４９℃で３０分間保持した後、光学顕微
鏡にて観察すると、平均粒径が約７．０μｍである凝集粒子が形成されていることが確認
された。この凝集粒子分散液中に、樹脂粒子分散液（１）を緩やかに１２５部追加し、さ
らに４９℃で４０分間、ｐＨを２．６に維持して加熱攪拌を保持した後、光学顕微鏡にて
観察すると、平均粒径が約７．６μｍである凝集粒子が形成されていることが確認された
。
【０２１９】
[融合工程]
この凝集粒子分散液のｐＨは２．７であった。そこで水酸化ナトリウム（和光純薬社製）
を０．５質量％に希釈した水溶液を穏やかに添加し、ｐＨを４．８に調整した後、攪拌を
継続しながら９６℃まで加熱し、６時間保持した。その後、容器内のｐＨを約７に調整し
、反応生成物をろ過し、５００部のイオン交換水で４回洗浄した後、真空乾燥機を用いて
乾燥させることによりトナー粒子（１２）を得た。
得られたトナー粒子（１２）の体積平均粒径は８．６μｍ、形状係数ＳＦ１は１３１、Ｍ
ｗは１７００００、Ｍｗ／Ｍｎは５．３であった。また、１８０℃における貯蔵弾性率（
Ｇ’（１８０））は３．０×１０3Ｐａであった。
【０２２０】
得られたトナー粒子（１２）１００部に対して、疎水性酸化チタン（日本アエロジル社製
：Ｔ８０５、平均粒径：０．０２１μｍ）２部および疎水性シリカ（日本アエロジル社製
：ＲＸ５０、平均粒径：０．０４０μｍ）１０部を外添し、ヘンシェルミキサーを用いて
混合することにより、静電荷像現像用トナー（１２）を得た。
【０２２１】
－静電荷像現像用トナー（１３）の作製－
[凝集工程]
・樹脂粒子分散液（１）　　　　　　　　　　１５０部
・樹脂粒子分散液（２）　　　　　　　　　　１００部
・着色剤分散液（１）　　　　　　　　４０部
・離型剤粒子分散液（１）　　　　　　　　　１００部
・イオン交換水　　　　　　　　　　　９２０部
・硫酸アルミニウム（和光純薬（株）製）　８．２部
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【０２２２】
以上を丸型ステンレス製フラスコ中に収容させ、ホモジナイザー（ＩＫＡ社製：ウルトラ
タラックスＴ５０）を用いて分散させた後、容器内のｐＨを２．５に調整して、加熱用オ
イルバス中で５３℃まで攪拌しながら加熱した。５３℃で４０分間保持した後、光学顕微
鏡にて観察すると、平均粒径が約９．５μｍである凝集粒子が形成されていることが確認
された。この凝集粒子分散液中に、樹脂粒子分散液（１）を緩やかに１２５部追加し、さ
らに５３℃で９０分間、ｐＨを２．５に維持して加熱攪拌を保持した後、光学顕微鏡にて
観察すると、平均粒径が約１０．６μｍである凝集粒子が形成されていることが確認され
た。
【０２２３】
[融合工程]
この凝集粒子分散液のｐＨは２．５であった。そこで水酸化ナトリウム（和光純薬社製）
を０．５質量％に希釈した水溶液を穏やかに添加し、ｐＨを４．５に調整した後、攪拌を
継続しながら９６℃まで加熱し、６時間保持した。その後、容器内のｐＨを約７に調整し
、反応生成物をろ過し、５００部のイオン交換水で４回洗浄した後、真空乾燥機を用いて
乾燥させることによりトナー粒子（１３）を得た。
得られたトナー粒子（１３）の体積平均粒径は１１．１μｍ、形状係数ＳＦ１は１３１、
Ｍｗは１７１０００、Ｍｗ／Ｍｎは５．３であった。また、１８０℃における貯蔵弾性率
（Ｇ’（１８０））は６．７×１０3Ｐａであった。
【０２２４】
得られたトナー粒子（１３）１００部に対して、疎水性酸化チタン（日本アエロジル社製
：Ｔ８０５、平均粒径：０．０２１μｍ）１部および疎水性シリカ（日本アエロジル社製
：ＲＸ５０、平均粒径：０．０４０μｍ）５．１部を外添し、ヘンシェルミキサーを用い
て混合することにより、静電荷像現像用トナー（１３）を得た。
【０２２５】
－静電荷像現像用トナー（１４）の作製－
[凝集工程]
・樹脂粒子分散液（１）　　　　　　　　　　１５０部
・樹脂粒子分散液（２）　　　　　　　　　　１００部
・着色剤分散液（１）　　　　　　　　４０部
・離型剤粒子分散液（１）　　　　　　１００部
・イオン交換水　　　　　　　　　　　９２０部
・硫酸アルミニウム（和光純薬（株）製）　３．０部
【０２２６】
以上を丸型ステンレス製フラスコ中に収容させ、ホモジナイザー（ＩＫＡ社製：ウルトラ
タラックスＴ５０）を用いて分散させた後、容器内のｐＨを２．８に調整して、加熱用オ
イルバス中で３６℃まで攪拌しながら加熱した。３６℃で６０分間保持した後、光学顕微
鏡にて観察すると、平均粒径が約３．０μｍである凝集粒子が形成されていることが確認
された。この凝集粒子分散液中に、樹脂粒子分散液（１）を緩やかに１２５部追加し、さ
らに３６℃で１２０分間、ｐＨを２．８に維持して加熱攪拌を保持した後、光学顕微鏡に
て観察すると、平均粒径が約３．２μｍである凝集粒子が形成されていることが確認され
た。
【０２２７】
[融合工程]
この凝集粒子分散液のｐＨは２．８であった。そこで水酸化ナトリウム（和光純薬社製）
を０．５質量％に希釈した水溶液を穏やかに添加し、ｐＨを６．５に調整した後、攪拌を
継続しながら９６℃まで加熱し、８時間保持した。その後、容器内のｐＨを約７に調整し
、反応生成物をろ過し、５００部のイオン交換水で４回洗浄した後、真空乾燥機を用いて
乾燥させることによりトナー粒子（１４）を得た。
得られたトナー粒子（１４）の体積平均粒径は３．５μｍ、形状係数ＳＦ１は１２７、Ｍ
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ｗは１７００００、Ｍｗ／Ｍｎは５．３であった。また、１８０℃における貯蔵弾性率（
Ｇ’（１８０））は２．４×１０3Ｐａであった。
【０２２８】
得られたトナー粒子（１４）１００部に対して、疎水性酸化チタン（日本アエロジル社製
：Ｔ８０５、平均粒径：０．０２１μｍ）３．３部および疎水性シリカ（日本アエロジル
社製：ＲＸ５０、平均粒径０．０４０μｍ）１６．３部を外添し、ヘンシェルミキサーを
用いて混合することにより、静電荷像現像用トナー（１４）を得た。
【０２２９】
－静電荷像現像用トナー（１５）の作製－
[凝集工程]
・樹脂粒子分散液（５）　　　　　　　　　　１５０部
・樹脂粒子分散液（２）　　　　　　　　　　１００部
・着色剤分散液（１）　　　　　　　　４０部
・離型剤粒子分散液（１）　　　　　　　　　１００部
・イオン交換水　　　　　　　　　　　９２０部
・硫酸アルミニウム（和光純薬（株）製）　６．５部
【０２３０】
以上を丸型ステンレス製フラスコ中に収容させ、ホモジナイザー（ＩＫＡ社製：ウルトラ
タラックスＴ５０）を用いて分散させた後、容器内のｐＨを２．６に調整して、加熱用オ
イルバス中で４９℃まで攪拌しながら加熱した。４９℃で３０分間保持した後、光学顕微
鏡にて観察すると、平均粒径が約５．８μｍである凝集粒子が形成されていることが確認
された。この凝集粒子分散液中に、樹脂粒子分散液（１）を緩やかに１２５部追加し、さ
らに４９℃で６０分間、ｐＨを２．６に維持して加熱攪拌を保持した後、光学顕微鏡にて
観察すると、平均粒径が約６．３μｍである凝集粒子が形成されていることが確認された
。
【０２３１】
[融合工程]
この凝集粒子分散液のｐＨは２．７であった。そこで水酸化ナトリウム（和光純薬社製）
を０．５質量％に希釈した水溶液を穏やかに添加し、ｐＨを４．８に調整した後、攪拌を
継続しながら９６℃まで加熱し、６時間保持した。その後、容器内のｐＨを約７に調整し
、反応生成物をろ過し、５００部のイオン交換水で４回洗浄した後、真空乾燥機を用いて
乾燥させることによりトナー粒子（１５）を得た。
得られたトナー粒子（１５）の体積平均粒径は６．６μｍ、形状係数ＳＦ１は１３５、Ｍ
ｗは１６９０００、Ｍｗ／Ｍｎは５．３であった。また、１８０℃における貯蔵弾性率（
Ｇ’（１８０））は５．７×１０3Ｐａであった。
【０２３２】
得られたトナー粒子（１５）１００部に対して、疎水性酸化チタン（日本アエロジル社製
：Ｔ８０５、平均粒径：０．０２１μｍ）２部および疎水性シリカ（日本アエロジル社製
：ＲＸ５０、平均粒径：０．０４０μｍ）１０部を外添し、ヘンシェルミキサーを用いて
混合することにより、静電荷像現像用トナー（１５）を得た。
【０２３３】
－静電荷像現像用トナー（１６）の作製－
[凝集工程]
・樹脂粒子分散液（１）　　　　　　　　　　１２５部
・樹脂粒子分散液（２）　　　　　　　　　　１７５部
・着色剤分散液（１）　　　　　　　　４０部
・離型剤粒子分散液（１）　　　　　　　　　１００部
・イオン交換水　　　　　　　　　　　９２０部
・硫酸アルミニウム（和光純薬（株）製）　９．０部
【０２３４】
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以上を丸型ステンレス製フラスコ中に収容させ、ホモジナイザー（ＩＫＡ社製：ウルトラ
タラックスＴ５０）を用いて分散させた後、容器内のｐＨを２．６に調整して、加熱用オ
イルバス中で５５℃まで攪拌しながら加熱した。５５℃で３０分間保持した後、光学顕微
鏡にて観察すると、平均粒径が約９．５μｍである凝集粒子が形成されていることが確認
された。この凝集粒子分散液中に、樹脂粒子分散液（１）を緩やかに７５部追加し、さら
に５５℃で６０分間、ｐＨを２．６に維持して加熱攪拌を保持した後、光学顕微鏡にて観
察すると、平均粒径が約１０．２μｍである凝集粒子が形成されていることが確認された
。
【０２３５】
[融合工程]
この凝集粒子分散液のｐＨは２．７であった。そこで水酸化ナトリウム（和光純薬社製）
を０．５質量％に希釈した水溶液を穏やかに添加し、ｐＨを４．２に調整した後、攪拌を
継続しながら９６℃まで加熱し、１０時間保持した。その後、容器内のｐＨを約７に調整
し、反応生成物をろ過し、５００部のイオン交換水で４回洗浄した後、真空乾燥機を用い
て乾燥させることによりトナー粒子（１６）を得た。
得られたトナー粒子（１６）の体積平均粒径は１０．６μｍ、形状係数ＳＦ１は１５０、
Ｍｗは３６６０００、Ｍｗ／Ｍｎは５．９であった。また、１８０℃における貯蔵弾性率
（Ｇ’（１８０））は１．２×１０4Ｐａであった。
【０２３６】
得られたトナー粒子（１６）１００部に対して、疎水性酸化チタン（日本アエロジル社製
：Ｔ８０５、平均粒径：０．０２１μｍ）１．１部および疎水性シリカ（日本アエロジル
社製：ＲＸ５０、平均粒径：０．０４０μｍ）５．４部を外添し、ヘンシェルミキサーを
用いて混合することにより、静電荷像現像用トナー（１６）を得た。
【０２３７】
－静電荷像現像用トナー（１７）の作製－
[凝集工程]
・樹脂粒子分散液（１）　　　　　　　　　　２４０部
・樹脂粒子分散液（２）　　　　　　　　　　１０部
・着色剤分散液（１）　　　　　　　　４０部
・離型剤粒子分散液（２）　　　　　　　　　１００部
・イオン交換水　　　　　　　　　　　９２０部
・硫酸アルミニウム（和光純薬（株）製）　５．０部
【０２３８】
以上を丸型ステンレス製フラスコ中に収容させ、ホモジナイザー（ＩＫＡ社製：ウルトラ
タラックスＴ５０）を用いて分散させた後、容器内のｐＨを２．６に調整して、加熱用オ
イルバス中で４９℃まで攪拌しながら加熱した。４９℃で３０分間保持した後、光学顕微
鏡にて観察すると、平均粒径が約５．０μｍである凝集粒子が形成されていることが確認
された。この凝集粒子分散液中に、樹脂粒子分散液（１）を緩やかに１２５部追加し、さ
らに４９℃で６０分間、ｐＨを２．６に維持して加熱攪拌を保持した後、光学顕微鏡にて
観察すると、平均粒径が約５．５μｍである凝集粒子が形成されていることが確認された
。
【０２３９】
[融合工程]
この凝集粒子分散液のｐＨは２．６であった。そこで水酸化ナトリウム（和光純薬社製）
を０．５質量％に希釈した水溶液を穏やかに添加し、ｐＨを５．０に調整した後、攪拌を
継続しながら９６℃まで加熱し、５時間保持した。その後、容器内のｐＨを約７に調整し
、反応生成物をろ過し、５００部のイオン交換水で４回洗浄した後、真空乾燥機を用いて
乾燥させることによりトナー粒子（１７）を得た。
得られたトナー粒子（１７）の体積平均粒径は５．８μｍ、形状係数ＳＦ１は１１８、Ｍ
ｗは４６０００、Ｍｗ／Ｍｎは３．５であった。また、１８０℃における貯蔵弾性率（Ｇ
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’（１８０））は９．０×１０2Ｐａであった。
【０２４０】
得られたトナー粒子（１７）１００部に対して、疎水性酸化チタン（日本アエロジル社製
：Ｔ８０５、平均粒径：０．０２１μｍ）２部および疎水性シリカ（日本アエロジル社製
：ＲＸ５０、平均粒径：０．０４０μｍ）１０部を外添し、ヘンシェルミキサーを用いて
混合することにより、静電荷像現像用トナー（１７）を得た。
【０２４１】
－静電荷像現像用トナー（１８）の作製－
スチレンアクリル樹脂（綜研化学社製、Ｍｗ：３２０００）４０部に、カーボンブラック
（キャボット社製：リーガル３３０）３０部とカルナウバワックス３０部とを加え、加圧
型ニーダーにて溶融混錬し樹脂混合物１を作製した。
【０２４２】
・スチレン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４０部
・アクリル酸ｎ－ブチル　　　　　　　　　　　　　５０部
・アクリル酸－ステアリル　　　　　　　　　　　　　　　１０部
・ｔｅｒｔ－ラウリルメルカプタン　　　　　　　　　　　１．０部
・ヘキサンジオールジアクリレート　　　　　　　　　　　３．０部
・２，２'－アゾビス－２－メチルバレロニトリル　　　　 １．０部
（以上和光純薬社製）
・樹脂混合物１　　　　　　　　　　　　　　　　　５０．０部
【０２４３】
以上を攪拌し溶融させた後、イオン交換水５００部に炭酸カルシウム２５部を分散させた
水系媒体中に添加し、ホモジナイザー（ＩＫＡ社製：ウルトラタラックスＴ５０）を用い
て分散させた後、光学顕微鏡で確認したところ、平均粒径７．６μｍの油滴が内部に存在
していることを確認した。この分散系を、窒素を流しながら８０℃まで加温し、そのまま
５時間放置し懸濁重合粒子を得た。冷却後、１Ｎ塩酸（和光純薬社製）を滴下しｐＨを２
．２に調整し、１時間放置した。
その後、容器内のｐＨを約７に調整し、反応生成物をろ過し、５００部のイオン交換水で
４回洗浄した後、真空乾燥機を用いて乾燥させることによりトナー粒子（１８）を得た。
【０２４４】
得られたトナー粒子（１８）の体積平均粒径は７．７μｍ、形状係数ＳＦ１は１３８、Ｍ
ｗは１４３０００、Ｍｗ／Ｍｎは７．１であった。また、１８０℃における貯蔵弾性率（
Ｇ’（１８０））は５．８×１０3Ｐａであった。
【０２４５】
得られたトナー粒子（１８）１００部に対して、疎水性酸化チタン（日本アエロジル社製
：Ｔ８０５、平均粒径：０．０２１μｍ）２部および疎水性シリカ（日本アエロジル社製
：ＲＸ５０、平均粒径：０．０４０μｍ）１０部を外添し、ヘンシェルミキサーを用いて
混合することにより、静電荷像現像用トナー（１８）を得た。
【０２４６】
（静電荷像現像剤の作製）
フェライト粒子（パウダーテック社製、体積平均粒径：５０μｍ）１００部とシリコーン
樹脂（東レダウコーニングシリコーン社製：ＳＲ２４１１）３．０部とを、トルエン４０
０部と共に加圧式ニーダーに入れ、常温で１５分間攪拌混合した後、減圧混合しながら７
０℃まで昇温し、トルエンを留去した後、１８０℃で２時間攪拌混合を行なった。その後
冷却し、１０５μｍの篩を用いて分粒することにより、フェライトキャリア（樹脂被覆キ
ャリア）を作製した。
【０２４７】
このフェライトキャリアと、前記静電荷像現像用トナー（１）～（１８）とをそれぞれ混
合し、各々トナー濃度が７質量％である二成分系の静電荷像現像剤（１）～（１８）を作
製した。
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【０２４８】
＜実施例１＞
評価機として、複写機（富士ゼロックス社製：Ｖｉｖａｃｅ５５５改造機、定着温度を１
８０℃に設定）を用い、定着ロールとして定着ロール（１）を搭載し、現像剤として静電
荷像現像剤（１）を使用し、画像評価をおこなった。
【０２４９】
評価としては、記録媒体表面のトナー転写量が４．５ｇ／ｍ2になるように画像濃度を調
整して画像形成を行い、用紙（記録媒体）としては、富士ゼロックス社製Ｓ紙とＪ紙とを
用い、２０００枚ごとに夏環境（３０℃／８５％ＲＨ）と冬環境（１０℃／１５％ＲＨ）
とを繰り返し、１００００枚ごとに、定着ロールの２５℃における水との接触角を測定し
、目視にて、紙との剥離性、オフセット、その他の画像欠陥を評価した。なお複写は３０
０００枚まで行なった。
【０２５０】
本実施例で用いたトナーの前記Ｇ’（１８０）、離型剤量、離型剤融点、トナー体積平均
粒径、２５℃における定着ロールの水との接触角の各データと併せて、結果を表１および
表２に示す。
【０２５１】
＜実施例２＞
実施例１において、静電荷像現像剤（１）の代わりに静電荷像現像剤（２）を用いた以外
は実施例１と同様にして複写試験を行い、同様の評価を行った。
結果を表１および表２に示す。
【０２５２】
＜実施例３＞
実施例１において、静電荷像現像剤（１）の代わりに静電荷像現像剤（３）を用いた以外
は実施例１と同様にして複写試験を行い、同様の評価を行った。
結果を表１および表２に示す。
【０２５３】
＜実施例４＞
実施例１において、静電荷像現像剤（１）の代わりに静電荷像現像剤（４）を用いた以外
は実施例１と同様にして複写試験を行い、同様の評価を行った。
結果を表１および表２に示す。
【０２５４】
＜実施例５＞
実施例１において、定着ロール（１）の代わりに定着ロール（２）を用いた以外は実施例
１と同様にして複写試験を行い、同様の評価を行った。
結果を表１および表２に示す。
【０２５５】
＜参考例１＞
　実施例１において、定着ロール（１）の代わりに定着ロール（３）を用いた以外は実施
例１と同様にして複写試験を行い、同様の評価を行った。
　結果を表１および表２に示す。
【０２５６】
＜実施例７＞
実施例１において、静電荷像現像剤（１）の代わりに静電荷像現像剤（５）を用いた以外
は実施例１と同様にして複写試験を行い、同様の評価を行った。
結果を表１および表２に示す。
【０２５７】
＜実施例８＞
実施例１において、静電荷像現像剤（１）の代わりに静電荷像現像剤（６）を用いた以外
は実施例１と同様にして複写試験を行い、同様の評価を行った。
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結果を表１および表２に示す。
【０２５８】
＜実施例９＞
実施例１において、静電荷像現像剤（１）の代わりに静電荷像現像剤（７）を用いた以外
は実施例１と同様にして複写試験を行い、同様の評価を行った。
結果を表１および表２に示す。
【０２５９】
＜実施例１０＞
実施例１において、静電荷像現像剤（１）の代わりに静電荷像現像剤（８）を用いた以外
は実施例１と同様にして複写試験を行い、同様の評価を行った。
結果を表１および表２に示す。
【０２６０】
＜実施例１１＞
実施例１において、静電荷像現像剤（１）の代わりに静電荷像現像剤（９）を用いた以外
は実施例１と同様にして複写試験を行い、同様の評価を行った。
結果を表１および表２に示す。
【０２６１】
＜実施例１２＞
実施例１において、静電荷像現像剤（１）の代わりに静電荷像現像剤（１０）を用いた以
外は実施例１と同様にして複写試験を行い、同様の評価を行った。
結果を表１および表２に示す。
【０２６２】
＜実施例１３＞
実施例１において、静電荷像現像剤（１）の代わりに静電荷像現像剤（１１）を用いた以
外は実施例１と同様にして複写試験を行い、同様の評価を行った。
結果を表１および表２に示す。
【０２６３】
＜実施例１４＞
実施例１において、静電荷像現像剤（１）の代わりに静電荷像現像剤（１２）を用いた以
外は実施例１と同様にして複写試験を行い、同様の評価を行った。
結果を表１および表２に示す。
【０２６４】
＜実施例１５＞
実施例１において、静電荷像現像剤（１）の代わりに静電荷像現像剤（１８）を用いた以
外は実施例１と同様にして複写試験を行い、同様の評価を行った。
結果を表１および表２に示す。
【０２６５】
＜実施例１６＞
実施例１において、静電荷像現像剤（１）の代わりに静電荷像現像剤（１３）を用いた以
外は実施例１と同様にして複写試験を行い、同様の評価を行った。
結果を表１および表２に示す。
【０２６６】
＜実施例１７＞
実施例１において、静電荷像現像剤（１）の代わりに静電荷像現像剤（１４）を用いた以
外は実施例１と同様にして複写試験を行い、同様の評価を行った。
結果を表１および表２に示す。
【０２６７】
＜実施例１８＞
実施例１において、静電荷像現像剤（１）の代わりに静電荷像現像剤（１５）を用いた以
外は実施例１と同様にして複写試験を行い、同様の評価を行った。
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結果を表１および表２に示す。
【０２６８】
＜実施例１９＞
実施例１において、定着ロール（１）の代わりに定着ロール（４）を用いた以外は実施例
１と同様にして複写試験を行い、同様の評価を行った。
結果を表１および表２に示す。
【０２６９】
＜比較例１＞
実施例１において、静電荷像現像剤（１）の代わりに静電荷像現像剤（１６）を用いた以
外は実施例１と同様にして複写試験を行い、同様の評価を行った。
結果を表１および表２に示す。
【０２７０】
＜比較例２＞
実施例１において、静電荷像現像剤（１）の代わりに静電荷像現像剤（１７）を用いた以
外は実施例１と同様にして複写試験を行い、同様の評価を行った。
結果を表１および表２に示す。
【０２７１】
＜比較例３＞
実施例１において、定着ロール（１）の代わりに定着ロール（５）を用いた以外は実施例
１と同様にして複写試験を行い、同様の評価を行った。
結果を表１および表２に示す。
【０２７２】
＜比較例４＞
実施例１において、定着ロール（１）の代わりに定着ロール（６）を用いた以外は実施例
１と同様にして複写試験を行い、同様の評価を行った。
結果を表１および表２に示す。
【０２７３】
＜比較例５＞
実施例１において、定着ロール（１）の代わりに定着ロール（７）を用いた以外は実施例
１と同様にして複写試験を行い、同様の評価を行った。
結果を表１および表２に示す。
【０２７５】
【表１】
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【表２】
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【０２７７】
表１および表２の結果から以上のことが明らかである。すなわち、実施例に示す本発明の
画像形成方法においては、トナーの貯蔵弾性率と、定着ロール（加熱媒体）表面の２５℃
における水との接触角とを、一定の範囲内に制御することにより、従来のような定着ロー
ル被覆層として高表面エネルギー材料を用いなくても、紙との剥離性が良く、またオフセ
ットの発生しにくい条件を得ることができた。
【０２７８】
一方、比較例１および２においては、トナーの貯蔵弾性率が高い場合（比較例１）には、
初期的には問題がないものの、複写枚数の増加に伴ってトナーの硬さと外添剤とに由来す
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ると思われる定着ロール表面樹脂の摩耗が見られ、また貯蔵弾性率の低い場合（比較例２
）、トナーの定着ロールへの付着に由来すると思われるオフセットがそれぞれ発生した。
【０２７９】
また比較例３おいて、定着ロールの被覆層として用いた水との接触角が高いシリコーン樹
脂は、初期的には問題がないものの、複写枚数の増加に伴って、定着ロール表面の樹脂の
剥がれ、摩耗等により急速に定着ロール性能が悪化した。定着ロール表面の接触角が低い
比較例4においては、初期からオフセットが発生しており、これはトナーと定着ロール表
面との密着性の良さに起因していると推定される。
【０２８０】
さらに、比較例５に示すように定着ロールにステンレスロールをそのまま使用した場合、
初期から僅かなオフセットが発生しているが、複写枚数の増加による変化は少ない。これ
は表面の材料変化が少ないためと推定される。
【０２８１】
【発明の効果】
本発明によれば、電子写真プロセスにおいて、定着ロール表面の２５℃における水との接
触角と、トナーの貯蔵弾性率とを制御することによって、定着時におけるトナーの定着ロ
ール表面への付着、及び定着ロール表面の摩耗を抑制することができ、用紙の剥離不良や
オフセット等のない優れた定着性能を、複写枚数を増加しても維持できるすぐれた画像形
成方法を提供することができる。
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